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現 行 改 正 案 

【本編】 

（新設） 

Ⅳ 銀行代理業 

Ⅳ－１ 意義 

Ⅳ－２ 基本的な考え方 

Ⅳ－２－１ 銀行代理業制度導入の経緯とその趣旨 

Ⅳ－２－２ 所属銀行を通じた監督 

Ⅳ－３ 銀行代理業者の監督に係る事務処理 

Ⅳ－３－１ 一般的な事務処理 

Ⅳ－３－１－１ 銀行代理業の監督に係る一般的な事務処理の流

れ 

Ⅳ－３－１－２ 所属銀行を通じた監督上の対応 

Ⅳ－３－１－３ 監督部局間の連携 

Ⅳ－３－１－４ 管轄財務局長権限の一部の管轄財務事務所長等

への内部委任 

Ⅳ－３－１－５ 行政報告 

Ⅳ－３－１－６ 監督指針の準用 

Ⅳ－３－２ 許可申請に係る事務処理 

Ⅳ－３－２－１ 許可申請に当たっての留意点 

Ⅳ－３－２－１－１ 許可の要否 

Ⅳ－３－２－１－２ 許可申請書の受理に当たっての留意事項 

 

Ⅳ－３－２－１－２－１ 許可申請書の受理手続 

Ⅳ－３－２－１－２－２ 許可申請書の記載事項 

Ⅳ－３－２－１－２－３ 添付書類 

【本編】 

Ⅳ 銀行代理業等 

Ⅳ－１ 銀行代理業 

Ⅳ－１－１ 意義 

Ⅳ－１－２ 基本的な考え方 

Ⅳ－１－２－１ 銀行代理業制度導入の経緯とその趣旨 

Ⅳ－１－２－２ 所属銀行を通じた監督 

Ⅳ－１－３ 銀行代理業者の監督に係る事務処理 

Ⅳ－１－３－１ 一般的な事務処理 

Ⅳ－１－３－１－１ 銀行代理業の監督に係る一般的な事務処理

の流れ 

Ⅳ－１－３－１－２ 所属銀行を通じた監督上の対応 

Ⅳ－１－３－１－３ 監督部局間の連携 

Ⅳ－１－３－１－４ 管轄財務局長権限の一部の管轄財務事務所

長等への内部委任 

Ⅳ－１－３－１－５ 行政報告 

Ⅳ－１－３－１－６ 監督指針の準用 

Ⅳ－１－３－２ 許可申請に係る事務処理 

Ⅳ－１－３－２－１ 許可申請に当たっての留意点 

Ⅳ－１－３－２－１－１ 許可の要否 

Ⅳ－１－３－２－１－２ 許可申請書の受理に当たっての留意事

項 

Ⅳ－１－３－２－１－２－１ 許可申請書の受理手続 

Ⅳ－１－３－２－１－２－２ 許可申請書の記載事項 

Ⅳ－１－３－２－１－２－３ 添付書類 
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現 行 改 正 案 

Ⅳ－３－２－２ 許可の審査に当たっての留意点 

Ⅳ－３－２－２－１ 財産的基礎に関する審査 

Ⅳ－３－２－２－２ 業務遂行能力に関する審査 

Ⅳ－３－２－２－３ 社会的信用に関する審査 

Ⅳ－３－２－２－４ 他業の兼業に関する審査 

Ⅳ－３－２－３ その他 

Ⅳ－３－２－３－１ 許可の場合の取扱い 

Ⅳ－３－２－３－１－１ 許可番号 

Ⅳ－３－２－３－１－２ 許可申請者への通知 

Ⅳ－３－２－３－２ 不許可の場合の取扱い 

Ⅳ－３－３ 届出の受理に係る留意事項 

Ⅳ－３－４ 兼業承認申請に係る事務処理 

Ⅳ－３－４－１ 兼業承認に当たっての留意点 

Ⅳ－３－４－１－１ 兼業承認の要否 

Ⅳ－３－４－１－２ 兼業承認申請書の受理に当たっての留意事

項 

Ⅳ－３－４－２ 兼業承認の審査に当たっての留意事項 

Ⅳ－３－４－３ その他 

Ⅳ－３－４－３－１ 承認の場合の取扱い 

Ⅳ－３－４－３－２ 不承認の場合の取扱い 

Ⅳ－４ 銀行代理業者 

Ⅳ－４－１ 意義 

Ⅳ－４－２ 主な着眼点 

Ⅳ－４－２－１ 銀行代理業の禁止行為、不適切な取引等 

Ⅳ－４－２－２ 法令等遵守（特に重要な事項）  

Ⅳ－１－３－２－２ 許可の審査に当たっての留意点 

Ⅳ－１－３－２－２－１ 財産的基礎に関する審査 

Ⅳ－１－３－２－２－２ 業務遂行能力に関する審査 

Ⅳ－１－３－２－２－３ 社会的信用に関する審査 

Ⅳ－１－３－２－２－４ 他業の兼業に関する審査 

Ⅳ－１－３－２－３ その他 

Ⅳ－１－３－２－３－１ 許可の場合の取扱い 

Ⅳ－１－３－２－３－１－１ 許可番号 

Ⅳ－１－３－２－３－１－２ 許可申請者への通知 

Ⅳ－１－３－２－３－２ 不許可の場合の取扱い 

Ⅳ－１－３－３ 届出の受理に係る留意事項 

Ⅳ－１－３－４ 兼業承認申請に係る事務処理 

Ⅳ－１－３－４－１ 兼業承認に当たっての留意点 

Ⅳ－１－３－４－１－１ 兼業承認の要否 

Ⅳ－１－３－４－１－２ 兼業承認申請書の受理に当たっての留

意事項 

Ⅳ－１－３－４－２ 兼業承認の審査に当たっての留意事項 

Ⅳ－１－３－４－３ その他 

Ⅳ－１－３－４－３－１ 承認の場合の取扱い 

Ⅳ－１－３－４－３－２ 不承認の場合の取扱い 

Ⅳ－１－４ 銀行代理業者 

Ⅳ－１－４－１ 意義 

Ⅳ－１－４－２ 主な着眼点 

Ⅳ－１－４－２－１ 銀行代理業の禁止行為、不適切な取引等 

Ⅳ－１－４－２－２ 法令等遵守（特に重要な事項）  
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現 行 改 正 案 

Ⅳ－４－２－３ 利用者保護のための情報提供・相談機能等 

Ⅳ－４－２－４ 利用者保護ルール等 

Ⅳ－４－２－５ 二以上の所属銀行等から銀行代理業を受託する

場合の措置 

Ⅳ－４－２－５－１ 顧客に対する説明等（施行規則第３４条の４

３、第３４条の４６）  

Ⅳ－４－２－５－２ 顧客情報管理 

Ⅳ－４－２－６ 銀行代理業再委託者による銀行代理業再受託者

の健全かつ適切な運営を確保するための措置 

Ⅳ－４－２－７ その他 

Ⅳ－４－２－７－１ 名義貸しの禁止 

Ⅳ－４－２－７－２ 銀行代理業に関する報告書の縦覧に係る留

意事項 

Ⅳ－４－２－７－３ 所属銀行の説明書類等の縦覧 

Ⅳ－５ 所属銀行 

Ⅳ－５－１ 意義 

Ⅳ－５－２ 主な着眼点 

Ⅳ－５－２－１ 銀行代理業者の選定等に係る留意点 

Ⅳ－５－２－２ 所属銀行による銀行代理業者の業務の適切性等

を確保するための措置（法第５２条の５８、施行規則第３４条の６

３） 

Ⅳ－５－２－３ 銀行代理業者の原簿の閲覧に係る留意事項 

Ⅳ－５－２－４ 銀行代理業者が所属銀行の親会社又は主要株主

である場合の留意点 

 

Ⅳ－１－４－２－３ 利用者保護のための情報提供・相談機能等 

Ⅳ－１－４－２－４ 利用者保護ルール等 

Ⅳ－１－４－２－５ 二以上の所属銀行等から銀行代理業を受託

する場合の措置 

Ⅳ－１－４－２－５－１ 顧客に対する説明等（施行規則第３４条

の４３、第３４条の４６）  

Ⅳ－１－４－２－５－２ 顧客情報管理 

Ⅳ－１－４－２－６ 銀行代理業再委託者による銀行代理業再受

託者の健全かつ適切な運営を確保するための措置 

Ⅳ－１－４－２－７ その他 

Ⅳ－１－４－２－７－１ 名義貸しの禁止 

Ⅳ－１－４－２－７－２ 銀行代理業に関する報告書の縦覧に係

る留意事項 

Ⅳ－１－４－２－７－３ 所属銀行の説明書類等の縦覧 

Ⅳ－１－５ 所属銀行 

Ⅳ－１－５－１ 意義 

Ⅳ－１－５－２ 主な着眼点 

Ⅳ－１－５－２－１ 銀行代理業者の選定等に係る留意点 

Ⅳ－１－５－２－２ 所属銀行による銀行代理業者の業務の適切

性等を確保するための措置（法第５２条の５８、施行規則第３４条

の６３） 

Ⅳ－１－５－２－３ 銀行代理業者の原簿の閲覧に係る留意事項 

Ⅳ－１－５－２－４ 銀行代理業者が所属銀行の親会社又は主要

株主である場合の留意点 
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現 行 改 正 案 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ－２ 電子決済等取扱業 

Ⅳ－２－１ 意義 

Ⅳ－２－２ 基本的な考え方 

Ⅳ－２－２－１ 電子決済等取扱業者の監督に関する基本的な考

え方 

Ⅳ－２－２－２ 監督に係る事務処理の基本的考え方 

Ⅳ－２－３ システムリスク 

Ⅳ－２－３－１ 主な着眼点 

Ⅳ－２－４ 法令等遵守（特に重要な事項） 

Ⅳ－２－５ 利用者保護のための情報提供・相談機能等 

Ⅳ－２－６ 利用者保護ルール等 

Ⅳ－２－７ その他 

Ⅳ－２－７－１ 委託業務の的確な遂行を確保するための措置

（施行規則第 34条の 63の 20） 

Ⅳ－２－７－２ 名義貸しの禁止 

Ⅳ－２－７－３ 委託銀行等に係る電子決済等代行業に係る特例 

Ⅳ－２－８ 監督指針の準用 

 

Ⅳ－３ 電子決済等代行業 

Ⅳ－３－１ 意義 

Ⅳ－３－２ 基本的な考え方 

Ⅳ－３－２－１ 電子決済等代行業者の監督に関する基本的な考

え方 

Ⅳ－３－２－２ 監督に係る事務処理の基本的考え方 

Ⅳ－３－３ システムリスク 
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現 行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 基本的考え方 （略） 

 

Ⅱ 銀行監督上の評価項目 

 

Ⅱ－１～Ⅱ－３－１－３－１－１ （略） 

 

Ⅱ－３－１－３－１－２ 主な着眼点 

（１）～（８） 略 

 

（新設） 

 

 

 

Ⅳ－３－３－１ 意義 

Ⅳ－３－３－２ 主な着眼点 

Ⅳ－３－３－３ 監督手法・対応 

Ⅳ－３－４ 利用者保護ルール等 

Ⅳ－３－４－１ 意義 

Ⅳ－３－４－２ 主な着眼点 

Ⅳ－３－４－３ 監督手法・対応 

Ⅳ－３－５ 不正取引に対する補償 

Ⅳ－３－５－１ 主な着眼点 

Ⅳ－３－５－２ 監督手法・対応 

 

 

Ⅰ 基本的考え方 （略） 

 

Ⅱ 銀行監督上の評価項目 

 

Ⅱ－１～Ⅱ－３－１－３－１－１ （略） 

 

Ⅱ－３－１－３－１－２ 主な着眼点 

（１）～（８） 略 

 

（９）電子決済等取扱業者に取引記録の作成・保存、取引モニタリ

ング等の犯収法上の義務の履行に必要な事務を委託する場合

には、以下の態勢が整備されているか。 

① 電子決済等取扱業者が委託された事務を確実に行うよう、
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現 行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ－３－１－３－１－３～Ⅱ－３－２－６－２－１ （略） 

 

Ⅱ－３－２－６－２－２ 主な着眼点 

 銀行が、苦情等対処に関する内部管理態勢を整備するに当たり、

適切な監督を行うこと。 

（注）適切な監督としては、例えば、委託先である電子決済

等取扱業者の管理について、責任部署を明確化し、当該電子

決済等取扱業者における業務の実施状況を定期的又は必要

に応じてモニタリングする等、当該電子決済等取扱業者に

おいて顧客等に関する情報管理が適切に行われていること

を確認すること等が求められる。 

② 電子決済等取扱業者との間の委託契約等において、銀行か

らの求めに応じて、一定期間内に、当該銀行に必要な記録・

書類を送付すべきことを規定すること。 

➂ 電子決済等取扱業者に対して取引モニタリング等を委託

する場合は、電子決済等取扱業者による取引の分析結果につ

いて定期的に共有を受け、確認・保存するとともに、当該分

析結果を踏まえて、銀行において疑わしい取引の届出を適切

に行うための態勢整備を行うこと。 

④ 電子決済等取扱業者との間の委託契約等において、電子決

済等取扱業者が行う分析の内容・方法、銀行が共有を受ける

べき分析結果の範囲・共有を受ける頻度等について規定する

こと。 

（注）以上のほか、「Ⅱ－３－２－４ 外部委託」も参照のこと。 

 

Ⅱ－３－１－３－１－３～Ⅱ－３－２－６－２－１ （略） 

 

Ⅱ－３－２－６－２－２ 主な着眼点 

 銀行が、苦情等対処に関する内部管理態勢を整備するに当たり、
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現 行 改 正 案 

業務の規模・特性に応じて、適切かつ実効性ある態勢を整備してい

るかを検証する。その際、機械的・画一的な運用に陥らないよう配

慮しつつ、例えば、以下の点に留意することとする。 

特に、与信取引及び預金・リスク商品等の苦情等対処の検証にあ

たっては、苦情等対処が説明態勢を補完するものであることに留意

し、必要に応じ、Ⅱ－３－２－１－２、Ⅱ－３－２－５－２を参照

する。 

 

（１）・（２） （略） 

 

（３）苦情等対処の実施態勢 

①～⑤ （略） 

⑥ 銀行代理業者を含め、業務の外部委託先が行う委託業務

に関する苦情等について、銀行自身への直接の連絡体制を

設けるなど、迅速かつ適切に対処するための態勢を整備し

ているか（Ⅱ－３－２－４－２（１）⑤、Ⅳ－５－２－２（９）

参照）。 

⑦ （略） 

 

（４）～（６） （略） 

 

Ⅱ－３－２－６－３－１－２ 主な着眼点 

 

銀行が、上記意義を踏まえ、金融ＡＤＲ制度への対応に当たり、

業務の規模・特性に応じて適切かつ実効性ある態勢を整備している

業務の規模・特性に応じて、適切かつ実効性ある態勢を整備してい

るかを検証する。その際、機械的・画一的な運用に陥らないよう配

慮しつつ、例えば、以下の点に留意することとする。 

特に、与信取引及び預金・リスク商品等の苦情等対処の検証にあ

たっては、苦情等対処が説明態勢を補完するものであることに留意

し、必要に応じ、Ⅱ－３－２－１－２、Ⅱ－３－２－５－２を参照

する。 

 

（１）・（２） （略） 

 

（３）苦情等対処の実施態勢 

①～⑤ （略） 

⑥ 銀行代理業者を含め、業務の外部委託先が行う委託業務

に関する苦情等について、銀行自身への直接の連絡体制を

設けるなど、迅速かつ適切に対処するための態勢を整備し

ているか（Ⅱ－３－２－４－２（１）⑤、Ⅳ－１－５－２－

２（９）参照）。 

⑦ （略） 

 

（４）～（６） （略） 

 

Ⅱ－３－２－６－３－１－２ 主な着眼点 

 

銀行が、上記意義を踏まえ、金融ＡＤＲ制度への対応に当たり、

業務の規模・特性に応じて適切かつ実効性ある態勢を整備している
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かを検証する。その際、機械的・画一的な運用に陥らないよう配慮

しつつ、例えば、以下の点に留意することとする。 

なお、「Ⅱ－３－２－６－２ 苦情等対処に関する内部管理態勢

の確立」における留意点も参照すること。 

（１）総論 

① 手続実施基本契約 

イ．自らが営む銀行業務（法第２条第 21項で定義する「銀行

業務」を指す。）について、指定ＡＤＲ機関との間で、速や

かに手続実施基本契約を締結しているか。 

また、例えば、指定ＡＤＲ機関の指定取消しや新たな指

定ＡＤＲ機関の設立などの変動があった場合であっても、

顧客利便の観点から最善の策を選択し、速やかに必要な措

置（新たな苦情処理措置・紛争解決措置の実施、手続実施

基本契約の締結など）を講じるとともに、顧客へ周知する

等の適切な対応を行っているか。 

ロ．（略） 

② （略） 

（２） （略） 

 

Ⅱ－３－２－６－３－２～Ⅱ－１２ （略） 

 

Ⅲ 銀行の検査・監督に係る事務処理上の留意点 

 

Ⅲ－１～Ⅲ－１－４ （略） 

 

かを検証する。その際、機械的・画一的な運用に陥らないよう配慮

しつつ、例えば、以下の点に留意することとする。 

なお、「Ⅲ－３－２－６－２ 苦情等対処に関する内部管理態勢

の確立」における留意点も参照すること。 

（１）総論 

① 手続実施基本契約 

イ．自らが営む銀行業務（法第２条第 25項で定義する「銀行

業務」を指す。）について、指定ＡＤＲ機関との間で、速や

かに手続実施基本契約を締結しているか。 

また、例えば、指定ＡＤＲ機関の指定取消しや新たな指

定ＡＤＲ機関の設立などの変動があった場合であっても、

顧客利便の観点から最善の策を選択し、速やかに必要な措

置（新たな苦情処理措置・紛争解決措置の実施、手続実施

基本契約の締結など）を講じるとともに、顧客へ周知する

等の適切な対応を行っているか。 

ロ．（略） 

② （略） 

（２） （略） 

 

Ⅱ－３－２－６－３－２～Ⅱ－１２ （略） 

 

Ⅲ 銀行の検査・監督に係る事務処理上の留意点 

 

Ⅲ－１～Ⅲ－１－４ （略） 
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Ⅲ－１－５ 預金保険機構が行う検査との連携 

（１）預金保険機構（以下「機構」という。）が預金保険法に基づき

実施した検査の検査結果通知事項に対する改善状況等の報告

について以下のとおり行うものとする。 

① （略） 

② 上記①の報告書が提出された段階で、銀行から十分なヒア

リングを行うものとする。ヒアリングに当たっては、機構と

も緊密な連携を図るものとし、預金保険法第 137条に基づく

立入検査チェック項目（「預金保険法第 50条第１項関連チェ

ック項目」、「預金保険法第 55条の２第４項及び第 58条の

３第１項関連チェック項目」）を参考にするとともに、機構

の出席を原則として確保するものとする（様式・参考資料編 

資料３参照）。 

 

（注１）機構が報告書を共有しヒアリングに同席することにつ

いて､あらかじめ銀行に同意を得るものとする。 

（注２）機構との日程調整については、財務局金融監督担当課

と預金保険機構検査部担当課が行うものとする。 

➂ （略） 

④ 機構から、保険料検査において銀行の法令等遵守態勢に関

する指摘を受け、又は付保預金の円滑な払戻しのための整備

状況等の検査においてシステム開発の進捗状況､データ整備

の進捗状況及び手順書・マニュアル整備の進捗状況（以下「各

種進捗状況等」という。）に問題があるとの指摘を受け、機

構の検査結果並びに法第 24 条及び預金保険法第 136 条に基

Ⅲ－１－５ 預金保険機構が行う検査との連携 

（１）預金保険機構（以下「機構」という。）が預金保険法に基づ

き実施した検査の検査結果通知事項に対する改善状況等の報

告について以下のとおり行うものとする。 

① （略） 

② 上記①の報告書が提出された段階で、銀行から十分なヒア

リングを行うものとする。ヒアリングに当たっては、機構と

も緊密な連携を図るものとし、預金保険法第 137条に基づく

立入検査チェック項目（「預金保険法第 50 条第１項関連チ

ェック項目」、「預金保険法第 55条の２第５項及び第 58条

の３第１項関連チェック項目」）を参考にするとともに、機

構の出席を原則として確保するものとする（様式・参考資料

編 資料３参照）。 

 

（注１）機構が報告書を共有しヒアリングに同席することにつ

いて､あらかじめ銀行に同意を得るものとする。 

（注２）機構との日程調整については、財務局金融監督担当課

と預金保険機構検査部担当課が行うものとする。 

➂ （略） 

④ 機構から、保険料検査において銀行の法令等遵守態勢に関

する指摘を受け、又は付保預金の円滑な払戻しのための整備

状況等の検査においてシステム開発の進捗状況､データ整備

の進捗状況及び手順書・マニュアル整備の進捗状況（以下「各

種進捗状況等」という。）に問題があるとの指摘を受け、機

構の検査結果並びに法第 24 条及び預金保険法第 136 条に基
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現 行 改 正 案 

づく報告書の内容等により、当該法令等遵守態勢又は各種進

捗状況等の改善に一定の期間を要すると認められる場合に

は、法第 24 条及び預金保険法第 136 条に基づき期限を定め

て報告を求めるものとする。その結果、自主的な改善努力に

委ねたのでは当該銀行の各種進捗状況等の整備に支障を来

すと認められる場合には、法第 26 条に基づく業務改善命令

（付保預金の円滑な払戻しのための整備状況等については、

法第 26条に基づく業務改善命令及び預金保険法第 58条の３

第２項に基づく是正命令）を発出するものとする。 

 

（注）監督部局は、上記のほか、金融機関にかかる情報のう

ち、付保預金の円滑な払戻しのための整備状況等につい

て、必要と考える場合は、随時、機構に対し、情報を提供

するなど、適切な連携を行うものとする。 

（２）・（３） （略） 

 

（新設） 

Ⅳ 銀行代理業 

（注） （略） 

 

Ⅳ－１ 意義 （略） 

 

Ⅳ－２ 基本的な考え方 

 

Ⅳ－２－１ 銀行代理業制度導入の経緯とその趣旨 （略） 

づく報告書の内容等により、当該法令等遵守態勢又は各種進

捗状況等の改善に一定の期間を要すると認められる場合に

は、法第 24 条及び預金保険法第 136 条に基づき期限を定め

て報告を求めるものとする。その結果、自主的な改善努力に

委ねたのでは当該銀行の各種進捗状況等の整備に支障を来

すと認められる場合には、法第 26 条に基づく業務改善命令

（付保預金の円滑な払戻しのための整備状況等については、

法第 26条に基づく業務改善命令及び預金保険法第 58条の３

第３項に基づく是正命令）を発出するものとする。 

 

（注）監督部局は、上記のほか、金融機関にかかる情報のうち、

付保預金の円滑な払戻しのための整備状況等について、必要

と考える場合は、随時、機構に対し、情報を提供するなど、

適切な連携を行うものとする。 

（２）・（３） （略） 

 

Ⅳ 銀行代理業等 

Ⅳ－１ 銀行代理業 

（注） （略） 

 

Ⅳ－１－１ 意義 （略） 

 

Ⅳ－１－２ 基本的な考え方 

 

Ⅳ－１－２－１ 銀行代理業制度導入の経緯とその趣旨 （略） 



中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針 新旧対照表 

11 

 

現 行 改 正 案 

 

Ⅳ－２－２ 所属銀行を通じた監督 

 

Ⅳ－１（２）のとおり、銀行代理業者が営む銀行代理業に関して

は、所属銀行が健全かつ適切な運営を確保するための措置を講じる

責任を負うこととされていることにかんがみ、銀行代理業者の監督

に当たっては、銀行代理業者自身への監督の重要性もさることなが

ら、所属銀行本体に対する監督に重点を置き、まずは所属銀行への

監督を通じて、銀行代理業者が営む銀行代理業に係る業務の健全か

つ適切な運営が確保されるよう監督を行う必要がある。 

ただし、銀行代理業者に固有の問題がある場合や特定の銀行代理

業者の間に共通の問題がある場合など、当局が直接に銀行代理業者

を指導・監督する必要がある場合には、当該銀行代理業者の規模や

特性を十分に踏まえ、事務負担の軽減に留意する必要がある。 

 

（注）銀行代理業者の小規模な営業所等に関して、所属銀行や銀行

代理業者に報告や資料提出等を求める場合には、取り扱うサー

ビスや商品などに関する当該営業所等の特性を十分に踏まえ、

業務の円滑な遂行に支障が生じないよう配意する。 

 

（別紙４） （略） 

 

Ⅳ－３ 銀行代理業者の監督に係る事務処理 

 

Ⅳ－３－１ 一般的な事務処理 

 

Ⅳ－１－２－２ 所属銀行を通じた監督 

 

Ⅳ－１－１（２）のとおり、銀行代理業者が営む銀行代理業に関

しては、所属銀行が健全かつ適切な運営を確保するための措置を講

じる責任を負うこととされていることにかんがみ、銀行代理業者の

監督に当たっては、銀行代理業者自身への監督の重要性もさること

ながら、所属銀行本体に対する監督に重点を置き、まずは所属銀行

への監督を通じて、銀行代理業者が営む銀行代理業に係る業務の健

全かつ適切な運営が確保されるよう監督を行う必要がある。 

ただし、銀行代理業者に固有の問題がある場合や特定の銀行代理

業者の間に共通の問題がある場合など、当局が直接に銀行代理業者

を指導・監督する必要がある場合には、当該銀行代理業者の規模や

特性を十分に踏まえ、事務負担の軽減に留意する必要がある。 

 

（注）銀行代理業者の小規模な営業所等に関して、所属銀行や銀行

代理業者に報告や資料提出等を求める場合には、取り扱うサービス

や商品などに関する当該営業所等の特性を十分に踏まえ、業務の円

滑な遂行に支障が生じないよう配意する。 

 

（別紙４） （略） 

 

Ⅳ－１－３ 銀行代理業者の監督に係る事務処理 

 

Ⅳ－１－３－１ 一般的な事務処理 
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現 行 改 正 案 

 

Ⅳ－３－１－１ 銀行代理業者の監督に係る一般的な事務処理の

流れ （略） 

 

Ⅳ－３－１－２ 所属銀行を通じた監督上の対応 

 

（１）監督手法 

銀行代理業者の監督に当たっては、所属銀行に対するオフサ

イト・モニタリングにおいて、必要に応じ、所属銀行が銀行代

理業を委託する銀行代理業者に関する事項を含めるとともに、

銀行代理業者に対してヒアリングを行う場合にも、併せて所属

銀行に対してヒアリングを行うなどの対応をとることにより、

銀行代理業者の健全かつ適切な業務運営の確保の状況及び所

属銀行の経営管理態勢を確認することとする。 

その際には、Ⅳ－１及びⅣ－２を踏まえ、特に、銀行代理業

者が他業を兼業する場合における抱き合わせ販売（融資）や情

実融資等の不適切な取引方法を防止するための措置、顧客情報

を適正に管理するための措置及び反社会的勢力との関係を遮

断するための措置等が適切に講じられているか等について重

点的にモニタリングを実施することとする。 

また、所属銀行から提出される届出の記載事項などからも、

所属銀行による銀行代理業者の実効性ある指導・監督が行われ

ているか等を確認することとする。 

 

（２）監督上の対応 （略） 

 

Ⅳ－１－３－１－１ 銀行代理業者の監督に係る一般的な事務処

理の流れ （略） 

 

Ⅳ－１－３－１－２ 所属銀行を通じた監督上の対応 

 

（１）監督手法 

銀行代理業者の監督に当たっては、所属銀行に対するオフサ

イト・モニタリングにおいて、必要に応じ、所属銀行が銀行代

理業を委託する銀行代理業者に関する事項を含めるとともに、

銀行代理業者に対してヒアリングを行う場合にも、併せて所属

銀行に対してヒアリングを行うなどの対応をとることにより、

銀行代理業者の健全かつ適切な業務運営の確保の状況及び所

属銀行の経営管理態勢を確認することとする。 

その際には、Ⅳ－１－１及びⅣ－１－２を踏まえ、特に、銀

行代理業者が他業を兼業する場合における抱き合わせ販売（融

資）や情実融資等の不適切な取引方法を防止するための措置、

顧客情報を適正に管理するための措置及び反社会的勢力との

関係を遮断するための措置等が適切に講じられているか等に

ついて重点的にモニタリングを実施することとする。 

また、所属銀行から提出される届出の記載事項などからも、

所属銀行による銀行代理業者の実効性ある指導・監督が行われ

ているか等を確認することとする。 

 

（２）監督上の対応 （略） 
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現 行 改 正 案 

 

Ⅳ－３－１－３ 監督部局間の連携 

 

（１） （略） 

（注１） （略） 

（注２）所属銀行等及び銀行代理業再委託者には、新たな銀行代

理業許可申請により所属銀行又は銀行等代理業再委託者に

なろうとする者を含む。なお、当該許可を受ける前の段階で

はこれらの者に銀行代理業者に対する指導等義務は課され

ないが、許可を受けた段階で義務が課されること、銀行には

銀行代理業を含む業務の外部委託全般について監督義務が

あること（銀行法第 12条の 2第 2項）から、これらの者の

監督部局は、必要に応じ、当該許可前の段階においても監督

指針Ⅳ－４－２－６、Ⅳ－５に則り銀行代理業者の業務の

適切性等を確保するための措置が講じられているか等につ

いて検証することとする。 

 

（２） （略） 

（３） （略） 

 

Ⅳ－３－１－４ 管轄財務局長権限の一部の管轄財務事務所長等

への内部委任 （略） 

 

Ⅳ－３－１－５ 行政報告 

 

 

Ⅳ－１－３－１－３ 監督部局間の連携 

 

（１） （略） 

（注１） （略） 

（注２）所属銀行等及び銀行代理業再委託者には、新たな銀行代

理業許可申請により所属銀行又は銀行等代理業再委託者に

なろうとする者を含む。なお、当該許可を受ける前の段階で

はこれらの者に銀行代理業者に対する指導等義務は課され

ないが、許可を受けた段階で義務が課されること、銀行には

銀行代理業を含む業務の外部委託全般について監督義務が

あること（銀行法第 12条の 2第 2項）から、これらの者の

監督部局は、必要に応じ、当該許可前の段階においても監督

指針Ⅳ－１－４－２－６、Ⅳ－１－５に則り銀行代理業者

の業務の適切性等を確保するための措置が講じられている

か等について検証することとする。 

 

（２） （略） 

（３） （略） 

 

Ⅳ－１－３－１－４ 管轄財務局長権限の一部の管轄財務事務所

長等への内部委任 （略） 

 

Ⅳ－１－３－１－５ 行政報告 
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（１） （略） 

 

（参考）様式・参考資料編 様式Ⅳ－３－１－５ 

 

（２）財務局長は、銀行代理業者の監督に関し、次の①から⑦に

掲げる場合は、その内容を遅滞なく監督局長に報告するとと

もに、所属銀行等・銀行代理業再委託者・銀行代理業再受託

者の監督部局にも遅滞なく関連情報を提供するものとする。 

①及び③の報告は、様式Ⅳ－３－１－５によることとする。 

 

①～⑦ （略） 

 

Ⅳ－３－１－６ 監督指針の準用 

 

銀行代理業者の監督に当たっては、以下に掲げるほか、適宜、必

要に応じて、Ⅱ及びⅢ並びに様式・参考資料編を準用する。 

 

（１） （略） 

 

（２）銀行代理業者に対し行政処分を行うに当たっては、Ⅲ－６に

準じるほか、所属銀行が銀行代理業者の営む銀行代理業に係る

業務の指導その他の健全かつ適切な運営を確保するための措

置を講ずる責任を負っていることにかんがみ、Ⅳ－３－１－２

及びⅣ－３－１－３に記載する事項に留意するものとする。 

 

（１） （略） 

 

（参考）様式・参考資料編 様式Ⅳ－１－３－１－５ 

 

（２）財務局長は、銀行代理業者の監督に関し、次の①から⑦に

掲げる場合は、その内容を遅滞なく監督局長に報告するとと

もに、所属銀行等・銀行代理業再委託者・銀行代理業再受託

者の監督部局にも遅滞なく関連情報を提供するものとする。 

①及び③の報告は、様式Ⅳ－１－３－１－５によることとす

る。 

①～⑦ （略） 

 

Ⅳ－１－３－１－６ 監督指針の準用 

 

銀行代理業者の監督に当たっては、以下に掲げるほか、適宜、必

要に応じて、Ⅱ及びⅢ並びに様式・参考資料編を準用する。 

 

（１） （略） 

 

（２）銀行代理業者に対し行政処分を行うに当たっては、Ⅲ－６に

準じるほか、所属銀行が銀行代理業者の営む銀行代理業に係る

業務の指導その他の健全かつ適切な運営を確保するための措

置を講ずる責任を負っていることにかんがみ、Ⅳ－１－３－１

－２及びⅣ－１－３－１－３に記載する事項に留意するもの

とする。 
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現 行 改 正 案 

 

Ⅳ－３－２ 許可申請に係る事務処理 

 

Ⅳ－３－２－１ 許可申請に当たっての留意点 

 

Ⅳ－３－２－１－１ 許可の要否 （略） 

 

Ⅳ－３－２－１－２ 許可申請書の受理に当たっての留意事項 

 

 

Ⅳ－３－２－１－２－１ 許可申請書の受理手続 （略） 

 

Ⅳ－３－２－１－２－２ 許可申請書の記載事項 （略） 

 

Ⅳ－３－２－１－２－３ 添付書類 （略） 

 

Ⅳ－３－２－２ 許可の審査に当たっての留意点 

 

（１） （略） 

 

（２）審査において問題点が把握された場合には、所属銀行又は

銀行代理業再委託者による指導等に問題があるおそれがある

ことから、Ⅳ－３－１－３（１）に則り関係監督部局と連携

する必要があることに留意する。 

また、いわゆるフランチャイズ形式など、銀行代理業の再委

 

Ⅳ－１－３－２ 許可申請に係る事務処理 

 

Ⅳ－１－３－２－１ 許可申請に当たっての留意点 

 

Ⅳ－１－３－２－１－１ 許可の要否 

 

Ⅳ－１－３－２－１－２ 許可申請書の受理に当たっての留意事

項 

 

Ⅳ－１－３－２－１－２－１ 許可申請書の受理手続 （略） 

 

Ⅳ－１－３－２－１－２－２ 許可申請書の記載事項 （略） 

 

Ⅳ－１－３－２－１－２－３ 添付書類 （略） 

 

Ⅳ－１－３－２－２ 許可の審査に当たっての留意点 

 

（１） （略） 

 

（２）審査において問題点が把握された場合には、所属銀行又は

銀行代理業再委託者による指導等に問題があるおそれがある

ことから、Ⅳ－１－３－１－３（１）に則り関係監督部局と

連携する必要があることに留意する。 

また、いわゆるフランチャイズ形式など、銀行代理業の再委
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現 行 改 正 案 

託を行うことにより多数又は広範囲に業務を展開する者によ

る申請に係る場合は、同様の問題が他の申請者においても生じ

ているおそれがあることから、関係監督部局との連携がより重

要となることに留意する。なお、このような場合には速やかに

金融庁に連絡することとする。 

 

Ⅳ－３－２－２－１ 財産的基礎に関する審査 （略） 

 

Ⅳ－３－２－２－２ 業務遂行能力に関する審査 

 

法第 52条の 38第１項第２号の「銀行代理業を的確、公正かつ効

率的に遂行するために必要な能力」の審査は、施行規則第 34 条の

37第３号に掲げる事項に配慮して行う必要がある。 

審査は、許可申請書、法第 52 条の 37 第２項、施行規則第 34 条

の 34 第１号から第５号、第９号、第 12 号から第 14 号のほか、適

宜、その他の書類又は資料を参考にするとともに、必要に応じ、ヒ

アリングや追加資料の提出など申請者の協力を得て実施すること

とする。 

 

（１）申請者が個人（二以上の事業所で銀行代理業を営む者を除く。

以下同じ。）であるときに必要な人員の配置（施行規則第 34条

の 37第３号イ） 

申請者が個人であるときは、「その営む銀行代理業の業務に

関する十分な知識」として、Ⅳ－３－２－１－２－３（11）①

イ．（注１）及び（注２）に記載する知識を有する必要があるこ

託を行うことにより多数又は広範囲に業務を展開する者によ

る申請に係る場合は、同様の問題が他の申請者においても生じ

ているおそれがあることから、関係監督部局との連携がより重

要となることに留意する。なお、このような場合には速やかに

金融庁に連絡することとする。 

 

Ⅳ－１－３－２－２－１ 財産的基礎に関する審査 （略） 

 

Ⅳ－１－３－２－２－２ 業務遂行能力に関する審査 

 

法第 52条の 38第１項第２号の「銀行代理業を的確、公正かつ効

率的に遂行するために必要な能力」の審査は、施行規則第 34 条の

37第３号に掲げる事項に配慮して行う必要がある。 

審査は、許可申請書、法第 52 条の 37 第２項、施行規則第 34 条

の 34 第１号から第５号、第９号、第 12 号から第 14 号のほか、適

宜、その他の書類又は資料を参考にするとともに、必要に応じ、ヒ

アリングや追加資料の提出など申請者の協力を得て実施すること

とする。 

 

（１）申請者が個人（二以上の事業所で銀行代理業を営む者を除く。

以下同じ。）であるときに必要な人員の配置（施行規則第 34条

の 37第３号イ） 

申請者が個人であるときは、「その営む銀行代理業の業務に

関する十分な知識」として、Ⅳ－１－３－２－１－２－３（11）

①イ．（注１）及び（注２）に記載する知識を有する必要があ
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現 行 改 正 案 

とに留意する。 

 

（２）～（４） （略） 

 

（５）申請者が法人（二以上の事業所で銀行代理業を営む個人を含

む。以下同じ。）であるときに必要な人員の配置（施行規則第

34条の 37第３号ロ） 

① 申請者が法人であるときに配置が必要な「その営む銀行代

理業の業務に係る法令等の遵守を確保する業務に係る責任

者」及び「法令等の遵守の確保を統括管理する業務に係る統

括責任者」については、前者は、Ⅳ－３－２－１－２－３（11）

①イ．（注１）及び（注２）ａ．に記載する知識を、後者は、

Ⅳ－３－２－１－２－３（11）①イ．（注１）及び（注２）に

記載する知識を、それぞれ有する必要があることに留意す

る。 

 

（６）・（７） （略） 

 

Ⅳ－３－２－２－３ 社会的信用に関する審査 （略） 

 

Ⅳ－３－２－２－４ 他業の兼業に関する審査 （略） 

 

（別紙５） （略） 

 

Ⅳ－３－２－３ その他 

ることに留意する。 

 

（２）～（４） （略） 

 

（５）申請者が法人（二以上の事業所で銀行代理業を営む個人を含

む。以下同じ。）であるときに必要な人員の配置（施行規則第

34条の 37第３号ロ） 

① 申請者が法人であるときに配置が必要な「その営む銀行代

理業の業務に係る法令等の遵守を確保する業務に係る責任

者」及び「法令等の遵守の確保を統括管理する業務に係る統

括責任者」については、前者は、Ⅳ－１－３－２－１－２－

３（11）①イ．（注１）及び（注２）ａ．に記載する知識を、

後者は、Ⅳ－１－３－２－１－２－３（11）①イ．（注１）

及び（注２）に記載する知識を、それぞれ有する必要がある

ことに留意する。 

 

（６）・（７） （略） 

 

Ⅳ－１－３－２－２－３ 社会的信用に関する審査 （略） 

 

Ⅳ－１－３－２－２－４ 他業の兼業に関する審査 （略） 

 

（別紙５） （略） 

 

Ⅳ－１－３－２－３ その他 
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現 行 改 正 案 

 

Ⅳ－３－２－３－１ 許可の場合の取扱い 

 

Ⅳ－３－２－３－１－１ 許可番号 

 

（１） （略） 

 

（２）許可番号の取扱い 

①・② （略） 

③ 許可番号は、様式・参考資料編 様式Ⅳ－３－１－５によ

り管理するものとする。 

 

Ⅳ－３－２－３－１－２ 許可申請者への通知 （略） 

 

Ⅳ－３－２－３－２ 不許可の場合の取扱い （略） 

 

Ⅳ－３－３ 届出の受理に係る留意事項 

 

（１） （略） 

 

（２）法第 52条の 39、施行規則第 34条の 39に規定する変更の届

出を受理した場合で、「他に営む業務の種類の変更」につき届

出があったときは、上記Ⅳ－３－３（１）のほか、変更後の業

務が日本標準産業分類に掲げる中分類（大分類Ｊ－金融業，保

険業に属する場合にあっては細分類）における分類上変更前の

 

Ⅳ－１－３－２－３－１ 許可の場合の取扱い 

 

Ⅳ－１－３－２－３－１－１ 許可番号 

 

（１） （略） 

 

（２）許可番号の取扱い 

①・② （略） 

③ 許可番号は、様式・参考資料編 様式Ⅳ－１－３－１－５

により管理するものとする。 

 

Ⅳ－１－３－２－３－１－２ 許可申請者への通知 （略） 

 

Ⅳ－１－３－２－３－２ 不許可の場合の取扱い （略） 

 

Ⅳ－１－３－３ 届出の受理に係る留意事項 

 

（１） （略） 

 

（２）法第 52条の 39、施行規則第 34条の 39に規定する変更の届

出を受理した場合で、「他に営む業務の種類の変更」につき届

出があったときは、上記Ⅳ－１－３－３（１）のほか、変更後

の業務が日本標準産業分類に掲げる中分類（大分類Ｊ－金融

業，保険業に属する場合にあっては細分類）における分類上変
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業務と別分類となるかを確認するとともに、別分類となる場合

には、法第 52条の 42第１項の承認を受ける必要があることに

留意する。 

 

（参考）様式・参考資料編 様式６－４ 

 

Ⅳ－３－４ 兼業承認申請に係る事務処理 

 

Ⅳ－３－４－１ 兼業承認に当たっての留意点 

 

Ⅳ－３－４－１－１ 兼業承認の要否 （略） 

 

Ⅳ－３－４－１－２ 兼業承認申請書の受理に当たっての留意事

項 

 

Ⅳ－３－２－１－２に準じるほか、兼業承認申請書の記載事項に

ついては、様式・参考資料編 様式６－３によることとする。 

 

Ⅳ－３－４－２ 兼業承認の審査に当たっての留意事項 

 

Ⅳ－３－２－２に準ずる。 

 

Ⅳ－３－４－３ その他 

 

Ⅳ－３－４－３－１ 承認の場合の取扱い （略） 

更前の業務と別分類となるかを確認するとともに、別分類とな

る場合には、法第 52条の 42第１項の承認を受ける必要がある

ことに留意する。 

 

（参考）様式・参考資料編 様式６－４ 

 

Ⅳ－１－３－４ 兼業承認申請に係る事務処理 

 

Ⅳ－１－３－４－１ 兼業承認に当たっての留意点 

 

Ⅳ－１－３－４－１－１ 兼業承認の要否 （略） 

 

Ⅳ－１－３－４－１－２ 兼業承認申請書の受理に当たっての留

意事項 

 

Ⅳ－１－３－２－１－２に準じるほか、兼業承認申請書の記載事

項については、様式・参考資料編 様式６－３によることとする。 

 

Ⅳ－１－３－４－２ 兼業承認の審査に当たっての留意事項 

 

Ⅳ－１－３－２－２に準ずる。 

 

Ⅳ－１－３－４－３ その他 

 

Ⅳ－１－３－４－３－１ 承認の場合の取扱い （略） 
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現 行 改 正 案 

 

Ⅳ－３－４－３－２ 不承認の場合の取扱い （略） 

 

Ⅳ－４ 銀行代理業者 

 

Ⅳ－４－１ 意義 （略） 

 

Ⅳ－４－２ 主な着眼点 

 

（１）銀行代理業者の業務の適切性等の監督については、銀行代理

業者の性質及び業務内容等にかんがみ、必要に応じⅡ－３に準

じるほか、以下Ⅳ－４－２－１からⅣ－４－２－７に掲げると

おりとする。 

 

（２）銀行代理業者に係る問題点が把握された場合には、所属銀

行又は銀行代理業再委託者による指導等に問題があるおそれ

があることから、Ⅳ－３－１－３（１）に則り所属銀行及び

銀行代理業再委託者の監督部局と連携する必要があることに

留意する。 

また、いわゆるフランチャイズ形式など、銀行代理業の再委

託を行うことにより多数又は広範囲に業務を展開する者に係

る問題点を把握した場合は、同様の問題が他の代理業者におい

ても生じているおそれがあることから、関係監督部局との連携

がより重要となることに留意する。なお、このような場合には

速やかに金融庁に連絡することとする。 

 

Ⅳ－１－３－４－３－２ 不承認の場合の取扱い （略） 

 

Ⅳ－１－４ 銀行代理業者 

 

Ⅳ－１－４－１ 意義 （略） 

 

Ⅳ－１－４－２ 主な着眼点 

 

（１）銀行代理業者の業務の適切性等の監督については、銀行代理

業者の性質及び業務内容等にかんがみ、必要に応じⅡ－３に準

じるほか、以下Ⅳ－１－４－２－１からⅣ－１－４－２－７に

掲げるとおりとする。 

 

（２）銀行代理業者に係る問題点が把握された場合には、所属銀

行又は銀行代理業再委託者による指導等に問題があるおそれ

があることから、Ⅳ－１－３－１－３（１）に則り所属銀行

及び銀行代理業再委託者の監督部局と連携する必要があるこ

とに留意する。 

また、いわゆるフランチャイズ形式など、銀行代理業の再委

託を行うことにより多数又は広範囲に業務を展開する者に係

る問題点を把握した場合は、同様の問題が他の代理業者におい

ても生じているおそれがあることから、関係監督部局との連携

がより重要となることに留意する。なお、このような場合には

速やかに金融庁に連絡することとする。 
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現 行 改 正 案 

 

Ⅳ－４－２－１ 銀行代理業者の禁止行為、不適切な取引等 

 

（１） （略） 

 

（２）兼業業務における取引上の優越的地位を不当に利用する行為

（施行規則第 34条の 53第５号） 

兼業業務における取引上の優越的地位を不当に利用する行

為については、金融機関の業態区分の緩和及び業務範囲の拡大

に伴う不公正な取引方法について（平成 16年 12月１日：公正

取引委員会（再掲））も参考とするが、例えば、Ⅳ－３－２－２

－４（６）に掲げる行為は、兼業業務における取引上の優越的

地位を不当に利用する行為に該当し得る（なお、このうち①及

び②は、施行規則第 34 条の 53 第４号に規定する「顧客に対

し、不当に、法第２条第 14 号各号に規定する契約の締結の代

理又は媒介を行うことを条件として、自己又は自己の指定する

事業者と取引をする行為」にも該当し得る。）。 

 

（３）・（４） （略） 

 

Ⅳ－４－２－２ 法令等遵守（特に重要な事項） （略） 

 

Ⅳ－４－２－３ 利用者保護のための情報提供・相談機能等 

 

法第 52条の 44第２項、第３項及び施行規則第 34条の 43から第

 

Ⅳ－１－４－２－１ 銀行代理業者の禁止行為、不適切な取引等 

 

（１） （略） 

 

（２）兼業業務における取引上の優越的地位を不当に利用する行為

（施行規則第 34条の 53第５号） 

兼業業務における取引上の優越的地位を不当に利用する行

為については、金融機関の業態区分の緩和及び業務範囲の拡大

に伴う不公正な取引方法について（平成 16年 12月１日：公正

取引委員会（再掲））も参考とするが、例えば、Ⅳ－１－３－

２－２－４（６）に掲げる行為は、兼業業務における取引上の

優越的地位を不当に利用する行為に該当し得る（なお、このう

ち①及び②は、施行規則第 34条の 53第４号に規定する「顧客

に対し、不当に、法第２条第 14 号各号に規定する契約の締結

の代理又は媒介を行うことを条件として、自己又は自己の指定

する事業者と取引をする行為」にも該当し得る。）。 

 

（３）・（４） （略） 

 

Ⅳ－１－４－２－２ 法令等遵守（特に重要な事項） （略） 

 

Ⅳ－１－４－２－３ 利用者保護のための情報提供・相談機能等 

 

法第 52条の 44第２項、第３項及び施行規則第 34条の 43から第
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現 行 改 正 案 

34条の 53を踏まえ、銀行代理業者における利用者保護のための情

報提供・相談機能等に関する監督はⅡ－３－２に準じて行うほか、

以下の（１）から（３）に留意する。 

 

（１）優越的地位の濫用と誤認されかねない説明を防止するための

態勢 

銀行代理業者が他業を兼業する場合には、銀行代理業に係る

業務及び兼業業務に係る業務を行うに際して、特に独占禁止法

上問題となる優越的地位の濫用と誤認されかねない説明を防

止する態勢が整備されているかを確認するものとするが、例え

ば、Ⅳ－３－２－２－４（６）及びⅣ－４－２－１（１）に掲

げる行為は、優越的地位の濫用に該当する行為となり得る点に

留意する必要がある。 

 

（２）・（３） （略） 

 

Ⅳ－４－２－４ 利用者保護ルール等 （略） 

 

Ⅳ－４－２－５ 二以上の所属銀行等から銀行代理業を受託する

場合の措置 

 

Ⅳ－４－２－５－１ 顧客に対する説明等（施行規則第 34条の 43、

第 34条の 46） （略） 

 

Ⅳ－４－２－５－２ 顧客情報管理 （略） 

34条の 53を踏まえ、銀行代理業者における利用者保護のための情

報提供・相談機能等に関する監督はⅡ－３－２に準じて行うほか、

以下の（１）から（３）に留意する。 

 

（１）優越的地位の濫用と誤認されかねない説明を防止するための

態勢 

銀行代理業者が他業を兼業する場合には、銀行代理業に係る

業務及び兼業業務に係る業務を行うに際して、特に独占禁止法

上問題となる優越的地位の濫用と誤認されかねない説明を防

止する態勢が整備されているかを確認するものとするが、例え

ば、Ⅳ－１－３－２－２－４（６）及びⅣ－１－４－２－１（１）

に掲げる行為は、優越的地位の濫用に該当する行為となり得る

点に留意する必要がある。 

 

（２）・（３） （略） 

 

Ⅳ－１－４－２－４ 利用者保護ルール等 （略） 

 

Ⅳ－１－４－２－５ 二以上の所属銀行等から銀行代理業を受託

する場合の措置 

 

Ⅳ－１－４－２－５－１ 顧客に対する説明等（施行規則第 34 条

の 43、第 34条の 46） （略） 

 

Ⅳ－１－４－２－５－２ 顧客情報管理 （略） 
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現 行 改 正 案 

 

Ⅳ－４－２－６ 銀行代理業再委託者による銀行代理業再受託者

の健全かつ適切な運営を確保するための措置 

 

（１） （略） 

 

（２）銀行代理業再受託者（又は再受託者になろうとする者）に問

題点が把握された場合や銀行代理業再委託者に対するオフサ

イト・モニタリングを実施する場合などにより、銀行代理業再

委託者からの情報収集を行う際には、必要に応じ、Ⅳ－５－２

に準じるほか、銀行代理業再受託者が再受託した銀行代理業務

を第三者に委託することを防止するための体制が整備されて

いるかについても留意するものとする。 

 

（３）銀行代理業再委託者において銀行代理業再受託者の指導監督

態勢等に係る問題点が把握された場合には、銀行代理業再受託

者における内部管理態勢等に問題が生じているおそれがある

ことから、Ⅳ－３－１－３（１）に則り銀行代理業再受託者の

監督部局と連携する必要があることに留意する。 

また、いわゆるフランチャイズ形式など、銀行代理業の再委

託を行うことにより多数又は広範囲に業務を展開する者に係

る問題点を把握した場合には、速やかに金融庁に連絡すること

とする。 

 

Ⅳ－４－２－７ その他 

 

Ⅳ－１－４－２－６ 銀行代理業再委託者による銀行代理業再受

託者の健全かつ適切な運営を確保するための措置 

 

（１） （略） 

 

（２）銀行代理業再受託者（又は再受託者になろうとする者）に問

題点が把握された場合や銀行代理業再委託者に対するオフサ

イト・モニタリングを実施する場合などにより、銀行代理業再

委託者からの情報収集を行う際には、必要に応じ、Ⅳ－１－５

－２に準じるほか、銀行代理業再受託者が再受託した銀行代理

業務を第三者に委託することを防止するための体制が整備さ

れているかについても留意するものとする。 

 

（３）銀行代理業再委託者において銀行代理業再受託者の指導監督

態勢等に係る問題点が把握された場合には、銀行代理業再受託

者における内部管理態勢等に問題が生じているおそれがある

ことから、Ⅳ－１－３－１－３（１）に則り銀行代理業再受託

者の監督部局と連携する必要があることに留意する。 

また、いわゆるフランチャイズ形式など、銀行代理業の再委

託を行うことにより多数又は広範囲に業務を展開する者に係

る問題点を把握した場合には、速やかに金融庁に連絡すること

とする。 

 

Ⅳ－１－４－２－７ その他 
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現 行 改 正 案 

 

Ⅳ－４－２－７－１ 名義貸しの禁止 （略） 

 

Ⅳ－４－２－７－２ 銀行代理業に関する報告書の縦覧に係る留

意事項 （略） 

 

Ⅳ－４－２－７－３ 所属銀行の説明書類等の縦覧 （略） 

 

Ⅳ－５ 所属銀行 

 

Ⅳ－５－１ 意義 （略） 

 

Ⅳ－５－２ 主な着眼点 

 

（１） （略） 

 

（２）所属銀行において銀行代理業者の指導監督態勢等に係る問題

点が把握された場合には、銀行代理業者における内部管理態勢

等に問題が生じているおそれがあることから、Ⅳ－３－１－３

（１）に則り銀行代理業者の監督部局と連携する必要があるこ

とに留意する。 

また、いわゆるフランチャイズ形式など、銀行代理業の再委

託を行うことにより多数又は広範囲に業務を展開する者に係

る問題点を把握した場合には、速やかに金融庁に連絡すること

とする。 

 

Ⅳ－１－４－２－７－１ 名義貸しの禁止 （略） 

 

Ⅳ－１－４－２－７－２ 銀行代理業に関する報告書の縦覧に係

る留意事項 （略） 

 

Ⅳ－１－４－２－７－３ 所属銀行の説明書類等の縦覧 （略） 

 

Ⅳ－１－５ 所属銀行 

 

Ⅳ－１－５－１ 意義 （略） 

 

Ⅳ－１－５－２ 主な着眼点 

 

（１） （略） 

 

（２）所属銀行において銀行代理業者の指導監督態勢等に係る問題

点が把握された場合には、銀行代理業者における内部管理態勢

等に問題が生じているおそれがあることから、Ⅳ－１－３－１

－３（１）に則り銀行代理業者の監督部局と連携する必要があ

ることに留意する。 

また、いわゆるフランチャイズ形式など、銀行代理業の再委

託を行うことにより多数又は広範囲に業務を展開する者に係

る問題点を把握した場合には、速やかに金融庁に連絡すること

とする。 
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現 行 改 正 案 

 

Ⅳ－５－２－１ 銀行代理業者の選定等に係る留意点 （略） 

 

Ⅳ－５－２－２ 所属銀行による銀行代理業者の業務の適切性等

を確保するための措置（法第 52条の 58、施行規則

第 34条の 63） （略） 

 

Ⅳ－５－２－３ 銀行代理業者の原簿の閲覧に係る留意事項 

（略） 

 

Ⅳ－５－２－４ 銀行代理業者が所属銀行の親会社又は主要株主

である場合の留意点 （略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ－１－５－２－１ 銀行代理業者の選定等に係る留意点 （略） 

 

Ⅳ－１－５－２－２ 所属銀行による銀行代理業者の業務の適切

性等を確保するための措置（法第 52条の 58、施行

規則第 34条の 63） （略） 

 

Ⅳ－１－５－２－３ 銀行代理業者の原簿の閲覧に係る留意事項 

（略） 

 

Ⅳ－１－５－２－４ 銀行代理業者が所属銀行の親会社又は主要

株主である場合の留意点 （略） 

 

Ⅳ－２ 電子決済等取扱業 

 

（注）電子決済等取扱業に係る監督指針については、基本的に主要

行等向けの総合的な監督指針のⅨに基づき監督を行うこととする

が、委託銀行が地域銀行である場合を念頭に、便宜上、本監督指針

の項目番号を付して、以下に記載している。 

 

Ⅳ－２－１ 意義 

 

電子決済等取扱業とは、①銀行の委託を受けて、当該銀行に代わ

って当該銀行に預金の口座を開設している預金者との間で、(i)当

該口座に係る資金を移動させ、当該資金の額に相当する預金債権の
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現 行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

額を減少させること、(ii)為替取引により受け取った資金の額に相

当する預金債権の額を増加させることのいずれかを電子情報処理

組織を使用する方法により行うことについて合意をし、かつ、当該

合意に基づき預金契約に基づく債権の額を増加させ、又は減少させ

ること及び②①に掲げる行為に関して、①の銀行（以下「委託銀行」

という。）のために預金の受入れを内容とする契約の締結の媒介を

行うことに係る営業をいい、電子決済等取扱業者とは、法第 52 条

の 60 の４の内閣総理大臣の登録を受けて電子決済等取扱業を営む

者をいう。 

フィンテック分野の発展の下で、デジタルマネーの発行機能と移

転機能の分離の流れを受け、仲介者に一定程度の自律的な活動を保

証し、複数の金融機関とのより円滑な連携・協働が可能となるよう

な規制が求められる。仲介者となる電子決済等取扱業者は、銀行を

代理して、預金債権の額を増加又は減少させるものであり、電子決

済等取扱業に係る業務は、顧客の権利義務関係と関わる重要な業務

であることに鑑み、顧客保護の観点から、電子決済等取扱業者に対

して、業務を適切に行うための体制整備や、顧客への情報提供等を

求める必要がある。 

 

Ⅳ－２－２ 基本的な考え方 

 

Ⅳ－２－２－１ 電子決済等取扱業者の監督に関する基本的な考

え方 

 

電子決済等取扱業の登録制度は、デジタルマネーの発行機能と移
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現 行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転機能の分離の流れを受けて、仲介者に一定程度の自律的な活動を

保証し、複数の金融機関とのより円滑な連携・協働が可能となるよ

う必要な規制を課すものである。このため、電子決済等取扱業は、

許可制の下で所属制を採用するのではなく、登録制の下で一定の財

産的基礎や行為規制の遵守を求めることで業務の適切性・適法性を

担保する制度とする。 

また、電子決済等取扱業においては、銀行が預金者や預金の額を

把握できるよう、銀行と電子決済等取扱業者との間で速やかな帳簿

の連携が必要となる。このように、電子決済等取扱業者は、利用者

と銀行との中間に位置し、銀行を代理して、預金債権の額を増加又

は減少させるものであることから、利用者保護を図るため、システ

ムの安定性の確保が求められる。 

このため、電子決済等取扱業者の監督においても、利用者保護を

図る観点から、主要なリスクにフォーカスし、モニタリングを行っ

ていくものとする。特に、システムリスク管理態勢及び利用者保護

を図るための取組み態勢を中心にモニタリングを実施し、電子決済

等取扱業者が、システムの安定性や利用者保護を確保しつつ、決済

サービスの利便性向上に資するサービスを提供することを促して

いくものとする。 

 

Ⅳ－２－２－２ 監督に係る事務処理の基本的考え方 

 

（１）監督手法 

監督当局は、各電子決済等取扱業者の特性・課題を把握した

上で、課題の性質・優先度に応じて立入検査を含むモニタリン
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現 行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グ手法を機動的に使い分け、改善状況をフォローアップする継

続的なモニタリングを実施する。 

モニタリング手法の使い分けについては、各電子決済等取扱

業者の個別具体的状況に加え、各手法における実態把握に係る

有効性や監督当局側・電子決済等取扱業者側における負担の程

度、問題の緊急性等の観点も十分に踏まえるものとする。基本

的には、まず、経営・財務の状況、マネー・ローンダリング及

びテロ資金供与対策にかかる年次実態調査等に係る資料の分

析や、電子決済等取扱業者内外の関係者からのヒアリングとい

ったモニタリングを実施し、足下の健全性・適切性等に係る課

題が見られるかどうか等の分析結果を踏まえて、法第 52 条の

60の 21に基づく立入検査の要否について判断するものとする。 

なお、モニタリングの具体的な実施に当たっては、Ⅸ－２－

１に基づくほか、本監督指針の着眼点を補足・敷衍し、事業者

との対話を円滑に実施するため業界における検討内容を踏ま

えるものとする。 

 

（２）監督部局間の連携 

① 金融庁と財務局における連携 

金融庁と財務局との間では、電子決済等取扱業者を監督する

上で必要と認められる情報について、適切に情報交換等を行

い、問題意識の共有を図る必要がある。そのため、（３）に掲げ

る内部委任事務に係る調整等以外の情報等についても、適宜適

切な情報提供や積極的な意見交換を行う等、連携の強化に努め

ることとする。また、財務局間においても、他の財務局が監督
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する電子決済等取扱業者について、公表されていない問題等を

把握したときは、適宜、監督する財務局や金融庁への情報提供

を行い、連携の強化に努めることとする。 

② 管轄財務局長との連絡調整 

管轄する電子決済等取扱業者に対して行政処分を行った場

合は、速やかに、当該電子決済等取扱業者の営業所の所在地を

管轄する他の財務局長にその処分内容を連絡するものとする。 

 

（３）管轄財務局長権限の一部の管轄財務事務所長等への内部委任 

登録申請者及び電子決済等取扱業者の主たる営業所（施行規

則第 34 条の 63 の５に規定する主たる営業所をいう。以下同

じ。）の所在地が財務事務所又は小樽出張所若しくは北見出張

所の管轄区域内にある場合においては、管轄財務局長に委任し

た権限のうち、登録申請者又は電子決済等取扱業者が提出する

届出書、申請書及び報告書の受理に関する権限は、財務局長の

判断により当該財務事務所長又は出張所長に内部委任するこ

とができるものとする。なお、これらの事項に関する届出書等

は、登録申請者又は電子決済等取扱業者の主たる営業所の所在

地を管轄する財務局長宛提出させるものとする。 

 

（４）金融庁との調整 

財務局長は、電子決済等取扱業者の監督事務に係る財務局長

への委任事項等の処理に当たり、以下に掲げる事項（その他の

事項についても必要に応じ金融庁長官と調整することを妨げ

ない。）については、あらかじめ金融庁と調整するものとする。
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なお、調整の際は、財務局における検討の内容及び処理意見を

付するものとする。 

① 法第 52条の 60の 22の規定による業務改善命令 

② 法第 52 条の 60の 23 第１項の規定による登録の取消し又

は業務の停止命令 

 

（５）行政報告 

① 財務局長は、電子決済等取扱業者の監督に関し、以下のイ．

からホ．までに掲げる場合は、その内容を遅滞なく金融庁に

報告するものとする。加えて、以下のヘ．に掲げる場合は、

その内容を遅滞なく金融庁に報告するとともに、他の財務局

宛て関係資料を送付するものとする。その際は、当該取消し

の日前 30 日以内の役員の氏名に関する資料も併せて報告・

送付するものとする。 

イ．法第 52条の 60の５第１項による登録を行った場合 

ロ．法第 52 条の 60 の 36 第１項による廃業等の届出を受理

した場合 

ハ．法第 52 条の 60 の 20 第２項により報告及び資料の提出

を求めた場合 

ニ．法第 52条の 60の 22による業務改善命令を行った場合 

ホ．法第 52 条の 60 の 23 第１項の規定による業務停止命令

を行った場合 

ヘ．法第 52 条の 60 の 23 第１項の規定による登録の取消し

を行った場合 

② 法第 52条の 60の 19第１項に基づく報告書について 
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事業報告書の作成に当たっては、以下の点に留意するもの

とする。 

イ．経営計画や資金計画など、登録申請時に確認した事項を

参照しつつ、報告内容を検証した上で、両者に著しい乖離

が見られる場合には、当該電子決済等取扱業者に対するヒ

アリング等を通じて、経営実態を確認するものとする。 

ロ．経営実態を確認した結果、将来、法第 52条の 60の６第

１項第３号に規定する「電子決済等取扱業を適正かつ確実

に遂行するために必要と認められる内閣府令で定める基

準に適合する財産的基礎を有しない」こととなるおそれが

ある場合には、法第 52 条の 60 の 33 に基づき報告書を徴

収するなど、必要な対応を検討することとする。 

③ 金融庁への送付等 

イ．電子決済等取扱業者に係る随時報告 

利用者財産の管理に関する報告書の副本及び参考書類

各１部並びに意見を付す電子決済等取扱業者があれば、上

記②に関する当該電子決済等取扱業者の意見を記載した

書面を、提出期限後１か月以内に金融庁担当課室宛て送付

するものとする。 

ロ．電子決済等取扱業者に係る定期報告 

ａ．財務局長は、電子決済等取扱業者に対して、法第 62条

の 20 第１項の規定に基づき、毎年３月末における業務

報告書を毎年５月末までに徴収するものとする。 

ｂ．電子決済等取扱業者の業務報告書の写しについては、

毎年６月末までに、金融庁担当課室宛て送付するものと



中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針 新旧対照表 

32 

 

現 行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

ハ．電子決済等取扱業者登録状況一覧表の提出 

ａ．登録を行った全ての電子決済等取扱業者について作成

した登録状況一覧表を、登録の都度更新し、半期経過後

20日以内に監督局長に対して送付するものとする。 

ｂ．当該一覧表には、下記の項目については必ず記載する

ものとする。 

・電子決済等取扱業登録者名 

・登録番号 

・登録日 

・廃止日 

・電子決済等取扱業者の電話番号・メールアドレス 

・兼業の種類 

 

（６）電子決済等取扱業者が提出する申請書、届出書等における記

載上の留意点 

電子決済等取扱業者が提出する申請書、届出書等において、

役員等の氏名を記載する際には、氏を改めた者においては、旧

氏及び名を括弧書きで併せて記載できることに留意する。 

 

Ⅳ－２－３ システムリスク 

 

電子決済等取扱業者の監督に当たっては、システムリスクについ

てⅡ－３－４－１を準用するほか、サービスやシステムの特性に応

じて、特に以下の着眼点に留意するものとする。 
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なお、Ⅱ－３－４－１及び以下の着眼点に記述されている字義ど

おりの対応が電子決済等取扱業者においてなされていない場合に

あっても、当該電子決済等取扱者の規模、特性からみて、利用者保

護の観点から、特段の問題がないと認められれば、不適切とするも

のではない。 

 

Ⅳ－２－３－１ 主な着眼点 

 

(１) サービスやシステムの特性への対応 

① Ⅱ－３－４－１－２（３）①に加え、多様なサービスやシス

テムと連携した、高度・複雑な情報システムを有している場

合には、システムリスクに、以下のようなものを含めている

か。 

・外部サービスを利用することによって生じるリスク 

・APIの接続等を実施することによって生じるリスク 

・取引の急増への対応など、多様なサービスやシステムと

連携することによって生じるリスク 等 

（注）網羅的なリスクの洗い出しにおいては、客観的な水準

が判定できるものを根拠とすることが望ましく、例え

ば、銀行システムへの接続の観点では、金融情報システ

ムセンターが示す基準（API 接続チェックリスト解説

書）等を参考とすることが考えられる。 

② システムリスク管理部門は、例えば１日当たりの取引可能件

数などのシステムの制限値を把握・管理し、制限値を超えた

場合のシステム面・事務面の対応策を検討しているか。 
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なお、銀行等の連携先との制限値を把握するとともに、

制限値を超えた場合の対応策についても連携先を含めた検

討が必要となる点に留意する。 

➂ ユーザー部門は、新サービスの導入時又はサービス内容の

変更時に、システムリスク管理部門と連携するとともに、

システムリスク管理部門は、システム開発の有無にかかわ

らず、関連するシステムの評価を実施しているか。 

④ Ⅱ－３－４－１－２（６）の事項に加え、銀行を含む他社

のシステムと連携する場合や、多数の利用者が電子決済等

取扱業のシステムを利用することが見込まれる場合には、

システム全体の品質を確保するために、以下の観点を含め

た規程や方針等を策定し、適切に実施しているか。 

・品質を確保するためのテスト実施方針を定めること 

・システムのパフォーマンス・キャパシティ管理において、

他社事例も踏まえ、取引の急増を想定した計画とし、閾

値を設定すること（大規模な販売促進活動を行う等、一

時的な取引件数の増加が見込まれる場合を含む。） 

・各種資源の性能や容量の限界を考慮した、監視項目の設

定や負荷状態の監視、必要に応じた制御を行うこと 

・システム開発時に銀行等の連携先を含めたシステムの制

限値を把握すること 等 

また、提供する新サービス、銀行の API 仕様変更及び認

証方式の変更等について、利用者側の動作環境を踏まえた

テストシナリオを設定し、検証しているか。 

⑤ Ⅱ－３－４－１－２（９）①及び⑤に加え、緊急時体制に
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当たって銀行及び重要な外部委託先等（外部サービスの提

供元やシステムの連携先を含む）との連絡体制を整備する

ほか、コンティンジェンシープランに基づく訓練において

は、重要度やリスクに応じて銀行やその他のシステムの連

携先等との合同実施も検討しているか。 

また、訓練結果を基に、必要に応じて、コンティンジェ

ンシープランを見直しているか。 

⑥ Ⅱ－３－４－１－２（10）⑦に加え、システム障害等の影

響を極小化するために、例えば、部分的障害の影響が波及

する経路や迂回不能な単一障害点の把握など、影響波及の

観点からリスク評価を行い、クラウドサービスの仕組みを

適切に利用してリスク低減を図るなど、利用者の被害を最

小化するためのサービス・システム的な仕組みの整備につ

いて検討しているか。 

 

(２) クラウドサービスなど外部サービスの利用への対応 

① Ⅱ－３－４－１－２（４）④に加え、利用者の重要情報の

洗出しに当たっては、再委託先やシステムの連携先等に移

送・転送されたデータ等も対象範囲としているか。 

② Ⅱ－３－４－１－２（８）②に加え、クラウドサービスな

ど外部サービスを利用する場合には、選定に際して、その

特性を踏まえた上で、セキュリティの安全性について適切

な評価を実施しているか。また、利用するサービスに応じ

たリスクを検討し、対策を講じているか。 

例えば、以下のような点を実施しているか。 
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・重要なデータを処理・保存する拠点の把握 

・監査権限・モニタリング権限等の契約書への反映 

・保証報告書、第三者認証等の確認・評価 

・クラウド特有のリスクの把握 

・認証機能を含むセキュリティリスク評価 等 

➂ Ⅱ－３－４－１－２（10）②に加え、クラウドサービスに

障害が発生した場合に備え、対応策の検討又は利用者への

適時適切な注意喚起が重要であることを念頭にクラウド

事業者との障害発生時の連絡体制等の構築に努めている

か。 

 

(３) インターネット等の通信手段を利用した非対面の取引を行う

場合の対応 

①Ⅱ－３－４－１－２（５）⑦の事例のほか、例えば、以下の

ような取引のリスクに見合った適切な認証方式を導入し

ているか。 

イ．可変式パスワード、生体認証、電子証明書等、実効的

な要素を組み合わせた多要素認証などの、固定式のID・

パスワードのみに頼らない認証方式 

ロ．ログインパスワードとは別の取引用パスワードの採用

（同一のパスワードの設定を不可とすること等の事項

に留意すること。） 

また、内外の環境変化や事故・事件の発生状況を踏まえ、

定期的かつ適時にリスクを認識・評価し、必要に応じて、

認証方式の見直しを行っているか。 
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② Ⅱ－３－４－１－２（５）⑧に加え、例えば、以下のよう

な業務に応じた不正防止策を講じているか。 

・不正な IPアドレスからの通信の遮断 

・利用者に対してウィルス等の検知・駆除が行えるセキュ

リティ対策ソフトの導入・最新化を促す措置 

・不正なログイン・異常な取引等を検知し、速やかに利用

者に連絡する体制の整備 

・不正が確認された IDの利用停止 

・前回ログイン（ログオフ）日時の画面への表示 

・取引時の利用者への通知 等 

➂ Ⅱ－３－４－１－２（６）の事項に加え、システム設計／

開発段階では、以下のような事項を含むセキュリティに係

る措置を講じているか。 

・具体的なセキュリティ要件の明確化 

・セキュアコーディングの実施など脆弱なポイントが生じ

ないための対策 

・他社のシステムと連携する場合、連携する部分を含めサ

ービス全体を踏まえたセキュリティ設計 等 

 

Ⅳ－２－４ 法令等遵守（特に重要な事項） 

 

取引時確認、疑わしい取引の届出義務及び反社会的勢力との関係

遮断に関する監督手法・対応に関しては、以下の（１）及び（２）

によるほか、Ⅱ－３－１に準じるものとする。また、禁止行為に関

しては、以下の（３）及び（４）に留意する。 
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（１）検査の結果、不祥事件等届出書等により、取引時確認義務及

び疑わしい取引の届出義務を確実に履行するための内部管理

態勢又は反社会的勢力との関係を遮断するための態勢に問題

があると認められる場合には、必要に応じ法第 52 条の 60 の

20 に基づき報告を求め、重大な問題があると認められる場合

には、法第 52 条の 60 の 22 に基づき、業務改善命令等を発出

するものとする。 

 

（２）さらに、取引時確認義務及び疑わしい取引の届出義務に違反

するなど法令に違反し、又は著しく公益を害したと認められる

場合には、法第 52 条の 60 の 23 に基づき、業務停止命令等を

発出するものとする。また、反社会的勢力との関係を認識して

いるにもかかわらず適切な対応を行わなかった結果、法令に違

反し又は著しく公益を害したと認められる場合も同様とする。 

 

（３）金銭等の預託の禁止・財産の分別管理（法第 52 条の 60 の

13・施行規則第 34条の 63の 26） 

電子決済等取扱業者は、施行規則第 34 条の 63 の 26 で定め

る場合を除き、いかなる名目によるかを問わず、その営む電子

決済等取扱業に関して、顧客から金銭その他の財産の預託を受

け、又は当該電子決済等取扱業者と密接な関係を有する者（施

行令第 16 条の８の２）に顧客の金銭その他の財産を預託させ

てはならない。 

電子決済等取扱業者が、電子決済等取扱業に関して顧客から
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金銭の預託を受ける場合、当該金銭の預託を受けた後直ちに、

当該金銭を自己の固有財産と区分して管理し、かつ、委託銀行

に交付する必要がある（施行規則第 34条の 63の 26第４号）。 

 

（４）法第 52 条の 60 の 16 に規定する禁止行為を防止するための

態勢整備に関しては、以下の点に留意することとする。 

① 禁止行為を防止するための措置を講ずる責任を有する部

署又は担当者を配置し、かつ、それらの部署又は担当者によ

って禁止行為の防止措置が適切に講じられているかを検証

するための内部管理態勢が整備されているか。 

② 禁止行為を防止するために必要な研修の実施等の体制、顧

客からの苦情に対応するための体制等に関する社内規則の

策定及び社内周知が行われているか。 

③ 禁止行為を防止するため、電子決済等取扱業に関する法令

についての知識及び実務経験を有する者による定期的かつ

必要に応じて適宜研修を実施しているか。 

④ 禁止行為に係る顧客からの苦情受付窓口の明示、苦情処理

担当部署の設置、苦情案件処理手順等の策定等の苦情対応態

勢が整備されているか。 

 

Ⅳ－２－５ 利用者保護のための情報提供・相談機能等 

法第 52条の 60の 11第２項並びに施行規則第 34条の 63の 13か

ら第 34条の 63の 22まで及び第 34条の 63の 28を踏まえ、電子決

済等取扱業者における利用者保護のための情報提供・相談機能等に

関する監督はⅢ－３－３に準じて行うほか、以下に留意する。 
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現 行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）顧客情報管理については、基本的にⅡ－３－２－３に準じる

ものとするが、電子決済等取扱業者が他業を兼業する場合に

は、電子決済等取扱業務で得た顧客情報が顧客の同意なく兼業

業務に流用されることのないよう、顧客情報を適正に管理する

ための方法や体制（例えば、組織・担当者の分離、設備上・シ

ステム上の情報障壁の設置、情報の遮断に関する社内規則の制

定及び研修等社員教育の徹底等）の整備が行われているかどう

かについて留意する。 

 

（２）特に、非公開金融情報及び非公開情報（なお、顧客の属性に

関する情報（氏名、住所、電話番号、性別、生年月日及び職業）

は個人情報であるが、非公開金融情報及び非公開情報に含まれ

ない。）の取扱いに関する事前の同意（施行規則第 34 条の 63

の 19）については、インターネットを利用して当該顧客が利用

する電子機器の映像面に表示させる方法その他の適切な方法

により事前に当該顧客の同意を得るための措置を講じている

かについて確認することとする。 

 

Ⅳ－２－６ 利用者保護ルール等 

 

（１）委託銀行との連携 

電子決済等取扱業者のサービスの中には、銀行の提供する口

座振替サービスと連携するサービス（以下「電子決済等取扱連

携サービス」という。）が考えられる。このような電子決済等取
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扱連携サービスについては、電子決済等取扱業の利用者にとっ

ては利便性の高いサービスとなり得る一方、例えば、悪意のあ

る第三者が連携する預貯金口座の預貯金者になりすまし、電子

決済等取扱連携サービスを介して不正取引を行うなど、電子決

済等取扱業者のみで完結するサービスとは異なるリスクが介

在するおそれがある。また、技術革新の進展により、今後、事

業者間の連携は増え、連携に伴うリスクも高まる可能性がある

と考えられる。 

以上を踏まえ、電子決済等取扱業者においては、電子決済等

取扱業の利用者や連携先の利用者の利益の保護を含む電子決

済等取扱業の適正かつ確実な遂行の観点から、当該リスクに応

じた管理態勢を連携先と協力して構築することが重要であり、

電子決済等取扱連携サービスを提供する電子決済等取扱業者

の監督に当たっては、Ⅳ－３に留意する他、事務ガイドライン 

第三分冊：金融会社関係「14 資金移動業関係」のⅡ－２－５

を参照するものとする。 

 

（２）委託銀行との契約締結義務（施行規則第 34条の 63の 27） 

① 電子決済等取扱業者は、委託銀行との間で、顧客に損害が

生じた場合における当該損害についての当該委託銀行と当

該電子決済等取扱業者との賠償責任の分担に関する事項を

定めた電子決済等取扱業に係る契約を締結し、これに従って

当該委託銀行に係る電子決済等取扱業を営まなければなら

ない点に留意する必要がある。当該契約には、例えば、以下

のような項目を定めることが考えられる。 
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イ．利用者からの被害申告の受付窓口 

ロ．補償する場合の基準や手続（利用者に求める情報や、過失

の有無の判断等） 

ハ．補償する場合の方法（補償の実施者、損害の算定方法等を

含む） 

ニ．補償する場合の補償範囲 

ホ．いずれか一方が補償した場合の求償関係（損害の分担） 

② 加えて、電子決済等取扱業者は、委託銀行との間で、委託

銀行が預金者を把握するために必要な情報を、電子決済等取

扱業者が当該委託銀行の求めに応じて速やかに提供するた

めに必要な事項（当該情報の提供の頻度及び時期に関する事

項を含む。）を定めた電子決済等取扱業に係る契約を締結し、

これに従って当該委託銀行に係る電子決済等取扱業を営ま

なければならない点に留意する必要がある。委託銀行が負担

する債務に係る預金者を把握するために必要な情報として、

例えば、施行規則第 34 条の 63 の 61 第１項第２号に定める

取引記録や同条項第３号に定める書面に係る情報などが考

えられる。当該情報については、Ⅱ－３－２－３を踏まえて、

取り扱う必要があることに留意する。 

 

Ⅳ－２－７ その他 

 

Ⅳ－２－７－１ 委託業務の的確な遂行を確保するための措置（施

行規則第 34条の 63の 20） 
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電子決済等取扱業者は、その業務を第三者に委託する場合には、

基本的にⅡ－３－２－４に準じるものとし、委託する業務の内容に

応じ、委託業務の的確な遂行を確保するための措置を講じなければ

ならないことに留意する必要がある。 

 

Ⅳ－２－７－２ 名義貸しの禁止 

 

法第 52 条の 60 の 10 に規定する「自己の名義」に該当するか否

かの判断に際しては、例えば、当該電子決済等取扱業者の略称等の

使用を許可している場合であっても「自己の名義」に該当し得るこ

とに留意する。 

 

Ⅳ－２－７－３ 委託銀行等に係る電子決済等代行業に係る特例 

 

電子決済等取扱業者は、委託銀行に預金の口座を開設している当

該電子決済等取扱業者の電子決済等取扱業に係る顧客からの委託

を受けて行うものに限り、当該委託銀行に係る電子決済等代行業を

営むことができ、この場合には、Ⅳ－３－１からⅣ－３－５までの

規定を準用する。 

 

Ⅳ－２－８ 監督指針の準用 

 

電子決済等取扱業者の監督に当たっては、以下に掲げるほか、適

宜、必要に応じて、Ⅱ及びⅢ並びに様式・参考資料編を準用する。 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）電子決済等取扱業者に関する検査・監督事務の進め方につい

てはⅡ－１－１に、検査・監督事務の具体的方法についてはⅢ

－１－２に、品質管理についてはⅢ－１－３に、苦情・情報提

供等についてはⅡ－２に、法令解釈等の照会を受けた場合の対

応についてはⅡ－３に、行政指導等を行う際の留意点等につい

てはⅡ－４に、それぞれ準じるものとする。 

 

（２）電子決済等取扱業に関する預金保険機構が行う検査との連携

については、Ⅲ－１－５に準じるものとする。 

 

（３）電子決済等取扱業者に対し行政処分を行うに当たってはⅡ－

５に準じるものとする。 

 

 

Ⅳ－３ 電子決済等代行業 

（注）電子決済等代行業に係る監督指針については、基本的に主要

行等向けの総合的な監督指針のⅩに基づき監督を行うこととする

が、便宜上、本監督指針の項目番号を付して、以下に記載している。 

 

Ⅳ－３－１ 意義 

 

フィンテックの動きが世界的規模で加速する中で、利用者保護を

確保しつつ、金融機関とフィンテック企業との連携・協働によるオ

ープン・イノベーションを進めていくための制度的枠組みとして、

銀行法等の一部を改正する法律（平成 29年法律第 49号。以下Ⅳ－
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３－２－２（１）において「改正法」という。）により電子決済等

代行業者の登録制度が導入され、平成 30 年 6 月 1 日より施行され

た。 

電子決済等代行業者には、利用者のニーズを起点としたサービス

展開の一つの核となることが期待されるとともに、利用者保護やシ

ステムの安定性を確保しつつ機動的に金融サービスのイノベーシ

ョンを実現することが期待される。 

 

Ⅳ－３－２ 基本的な考え方 

 

Ⅳ－３－２－１ 電子決済等代行業者の監督に関する基本的な考

え方 

 

電子決済等代行業の登録制度については、他の金融関連の諸制度

とは異なり、人的構成要件は求めておらず、財産的基礎も純資産額

が負値でないことのみを求めているなど、新規参入のハードルは非

常に低く設定されており、個人や中小・零細企業が申請してくるこ

とも想定して制度設計がなされている。その趣旨は、IT企業等を含

む多様な参加者による金融サービスのイノベーションを促進する

観点にあり、規制は利用者保護を図る観点から必要最小限のものと

なっている。 

他方で、電子決済等代行業は、利用者と銀行との中間に位置し、

決済指図の伝達や口座情報の取得・顧客への提供を行うことから、

利用者保護を図るため、システムの安定性が求められる。 

このため、電子決済等代行業者の監督においても、利用者保護を
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図る観点から、主要なリスクにフォーカスし、業容拡大に伴う体制

の充実に向けた取組についてモニタリングを行っていくものとす

る。 

電子決済等代行業は基本として IT を活用した業務であり、その

主要なリスクは、システムリスクとなる。また、電子決済等代行業

者と銀行間の連携（さらに電子決済等代行業再委託者が介在するケ

ースもある。）に伴うリスクも存在することから、事業者間の利用

者保護のための取組みも重要となる。したがって、電子決済等代行

業者の監督に当たっては、システムリスク管理態勢及び利用者保護

を図るための取組み態勢を中心にモニタリングを実施し、電子決済

等代行業者が、システムの安定性や利用者保護を確保しつつ、技術

の進展をリードし、利用者利便の向上に資するサービスを提供する

ことを促していくものとする。 

 

Ⅳ－３－２－２ 監督に係る事務処理の基本的考え方 

 

（１）監督手法 

改正法の附帯決議では、フィンテックが急速に進展する中

で、IT企業等を含む多様な参加者による金融サービスのイノベ

ーション促進を支援する観点から、報告徴求・検査等が関係事

業者等の活動やイノベーションを阻害しないこと等に留意す

ることが求められている。こうしたことや、小規模な事業者も

多く、利用者の金銭を預からない業務特性も踏まえ、事業者の

負担軽減の観点から、主要なリスクであるシステムリスクや、

利用者保護を図るための取組み状況について、機械的・画一的
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な運用に陥らないよう配慮しつつ、原則オフサイト・モニタリ

ングによりモニタリングを実施するものとする。 

 

（２）監督部局間の連携 

登録電子決済等代行業者が、信用金庫法に基づき届出を行い

信用金庫電子決済等代行業等を営む場合において、登録電子決

済等代行業者の監督部局は、システムリスク管理態勢など電子

決済等代行業者の業務運営に問題を認めた場合には、問題の状

況等を関係する信用金庫電子決済等代行業者の監督部局等に、

遅滞なく情報提供するなど、密接な連携を図ることで、電子決

済等代行業者の事務負担の軽減を図るものとする。 

情報提供に当たっては、その方法を問わず、遅滞なく行うよ

う努めるものとする。 

 

（３）管轄財務局長権限の一部の管轄財務事務所長等への内部委任 

電子決済等代行業者の主たる営業所又は事務所の所在地が

財務事務所又は出張所の管轄区域内にある場合においては、管

轄財務局長に委任した権限は、財務局長の判断により当該財務

事務所長又は出張所長に内部委任することができるものとす

る。 

なお、法令等に基づく申請書、届出書等は、管轄財務局長あ

て提出させるものとする。 

 

（４）金融庁との調整 

財務局長は、電子決済等代行業者の監督事務に係る財務局長
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への委任事項等の処理に当たり、以下に掲げる事項（その他の

事項についても必要に応じ金融庁と調整することを妨げな

い。）については、あらかじめ金融庁と調整するものとする。な

お、調整の際は、財務局における検討の内容及び処理意見を付

するものとする。 

① 法第 52条の 61の 16の規定による業務改善命令 

② 法第 52 条の 61 の 17 第１項の規定による登録の取消し又

は業務の停止命令 

 

（５）行政報告 

財務局長は、各四半期末現在における電子決済等代行業者の

状況について、翌月 20日までに金融庁へ報告することとする。 

また、財務局長は、電子決済等代行業者の監督に関し、以下

の①から⑤までに掲げる場合は、その内容を遅滞なく金融庁に

報告するものとする。加えて、以下の⑥に掲げる場合は、その

内容を遅滞なく金融庁に報告するとともに、他の財務局あて関

係資料を送付するものとする。その際は、当該取消しの日前 30

日以内の役員の氏名に関する資料もあわせて報告・送付するも

のとする。 

① 法第 52条の 61の４第１項による登録を行った場合 

② 法第 52条の 61の７第１項による廃業等の届出を受理した

場合 

③ 法第 52 条の 61 の 14 により報告及び資料の提出を求めた

場合 

④ 法第 52条の 61の 16による業務改善命令を行った場合 
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⑤ 法第 52 条の 61 の 17 第１項の規定による業務停止命令を

行った場合 

⑥ 法第 52 条の 61 の 17 第１項の規定による登録の取消しを

行った場合 

 

（６）電子決済等代行業者が提出する申請書、届出書等における記

載上の留意点 

電子決済等代行業者が提出する申請書、届出書等において、

役員等の氏名を記載する際には、氏を改めた者においては、旧

氏及び名を括弧書きで併せて記載できることに留意する。 

 

Ⅳ－３－３ システムリスク 

 

Ⅳ－３－３－１ 意義 

 

（１）システムリスクとは、コンピュータシステムのプログラムミ

スや脆弱性等によるダウン又は誤作動等に伴い、利用者及び電

子決済等代行業者並びに銀行が損失を被るリスクやコンピュ

ータが不正に使用されることにより利用者及び電子決済等代

行業者並びに銀行が損失を被るリスクをいうが、電子決済等代

行業者には新商品・サービスの提供の拡大等に伴い、システム

上の諸課題に的確に対応することが求められている。仮に電子

決済等代行業者において、システム障害やサイバーセキュリテ

ィ事案（以下「システム障害等」という。）が発生した場合は、

利用者の社会経済生活、企業等の経済活動において利便性が損
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なわれるのみならず、利用者保護上重大な影響を及ぼす問題が

発生するおそれがある。このため、決済システムの補助的機能

を担う電子決済等代行業者にとってシステムリスク管理態勢

の充実強化は重要である。 

 

（２）ただし、以下の着眼点に記述されている字義どおりの対応が

電子決済等代行業者においてなされていない場合にあっても、

当該電子決済等代行業者の規模・業務の特性等や、電子決済等

代行業者のシステムのみが停止した場合においては、利用者

は、当該電子決済等代行業者のシステムを経由せずとも、直接

的に銀行のシステムを利用すれば送金指図の伝達や口座情報

の取得が可能であることを踏まえ、誤送金などの重大な問題が

発生しておらず、利用者保護の観点から特段の問題が認められ

ないのであれば、直ちに改善を求める必要はない。 

また、電子決済等代行業者の能力に照らして、当該電子決済

等代行業者単独では、その行う電子決済等代行業に必要な水準

を満たすことができない部分があったとしても、当該業務を行

うにあたって連携・協働する銀行においてその部分を分担する

場合には、必要な水準を満たすものと判断する（ただし、この

場合、電子決済等代行業者が新たに別の銀行と連携・協働する

場合には、新たに連携・協働する銀行が、その部分を分担でき

ているかに留意するものとする。）。 

（注）サイバーセキュリティ事案とは、情報通信ネットワークや

情報システム等の悪用により、サイバー空間を経由して行わ

れる不正侵入、情報の窃取、改ざんや破壊、情報システムの
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作動停止や誤作動、不正プログラムの実行や DDoS攻撃等の、

いわゆる「サイバー攻撃」により、サイバーセキュリティが

脅かされる事案をいう。 

 

Ⅳ－３－３－２ 主な着眼点 

 

（１）システムリスク管理 

① システムリスク管理担当部署は、サービスの多様化による大

量取引の発生や、ネットワークの拡充によるシステム障害等

の影響の複雑化・広範化などを踏まえ、定期的に又は適時にリ

スクを認識・評価しているか。 

また、定期的なレビューに加え、新規サービス（利用者へ

の影響の大きい変更や、システムの変更を伴わないものの大

規模な販売促進活動を行う場合を含む。）の提供とともに、レ

ビューを実施しているか。 

② システム障害等の発生時の被害拡大防止策及び迅速な復旧

対応について、経営上の重大な課題と認識し、態勢を整備して

いるか。 

特に、サイバーセキュリティ事案の未然防止について、重大

な課題と認識し、態勢を整備しているか。 

③ 経営に重大な影響を及ぼすシステム障害等が発生した場合

に、速やかに経営上責任を負う立場の者に対して報告するこ

ととなっているか。 

また、必要に応じて、対策本部を立ち上げ、速やかに問題

の解決を図る態勢を構築できるよう検討を行っているか。 
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④ 現行システムの仕組み及び開発技術の継承を含め、事業継続

のために必要な技術的対応に関する計画を策定し、実施して

いるか。 

⑤ 提供する新サービス、銀行の API 仕様変更及び認証方式の

変更等について、利用者側の動作環境を踏まえたテストシナ

リオを設定し、検証しているか。 

⑥ システムリスク管理態勢の整備・見直しに当たっては、その

内容について第三者による評価や金融情報システムセンター

が示す基準（API接続チェックリスト解説書等）など、客観的

な水準が判定できるものを根拠として整備しているか。また、

システムリスク管理態勢は、システム障害等の把握・分析、リ

スク管理の実施結果や技術進展等に応じて、不断に見直しを

実施しているか。 

 

（２）情報セキュリティ管理 

① 情報資産を適切に管理するために方針の策定、組織体制の整

備、社内規程の策定、内部管理態勢の整備を図り、定期的に見

直しを行っているか。また、他社における不正事案等も参考

に、情報セキュリティ管理態勢の PDCAサイクルによる継続的

な改善を図っているか。 

② 情報の機密性、完全性、可用性を維持するために、情報資産

の安全管理に関する業務遂行の責任者を定め、その役割・責任

を明確にした上で、管理しているか。また、同責任者は、シス

テム、データ、ネットワーク管理上のセキュリティに関するこ

とについて統括しているか。 
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③ コンピュータシステムの不正使用防止対策、不正アクセス防

止対策、コンピュータウィルス等の不正プログラムの侵入防

止対策等を実施しているか。 

④ 電子決済等代行業者が責任を負うべき利用者の重要情報を

網羅的に洗い出し、把握、管理しているか。利用者の重要情報

の洗い出しに当たっては、必要に応じ、業務、システム、外部

委託先及び電子決済等代行業再委託者を対象範囲とすること

も検討しているか。 

⑤ 洗い出した利用者の重要情報について、重要度判定やリスク

評価を実施しているか。 

また、それぞれの重要度やリスクに応じ、以下のような情報

管理ルールを策定しているか。 

• 情報の暗号化、マスキングのルール 

• 情報を利用する際の利用ルール 

• 記録媒体等の取扱いルール 等 

⑥ 洗い出した利用者の重要情報について、以下のような不正ア

クセス、不正情報取得、情報漏えい等を牽制、防止する仕組み

を導入しているか。 

• 社員の権限に応じて必要な範囲に限定されたアクセス権

限の付与 

• アクセス記録の保存、検証 

• 開発担当者と運用担当者の分離、管理者と担当者の分離等

の相互牽制体制 等 

⑦ 機密情報について、暗号化やマスキング等の管理ルールを定

めているか。また、暗号化プログラム、暗号鍵、暗号化プログ
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ラムの設計書等の管理に関するルールを定めているか。また、

情報の重要度に応じて管理ルールを設定しているか。 

なお、「機密情報」とは、パスワード、トークン等、漏えい

により利用者に損失が発生する可能性のある情報をいう。 

⑧ 機密情報の保有・廃棄、アクセス制限、外部持ち出し等につ

いて、業務上の必要性を十分に検討し、より厳格な取扱いをし

ているか。 

⑨ 情報資産について、管理ルール等に基づいて適切に管理され

ていることを定期的にモニタリングし、管理態勢を継続的に

見直しているか。 

⑩ セキュリティ意識の向上を図るため、全社員に対するセキュ

リティ教育（外部委託先におけるセキュリティ教育の実施状

況の確認等を含む）を行っているか。 

⑪ 第三者機関のクラウドサービスを利用する場合には、選定に

際して、その特性を踏まえた上で、セキュリティの安全性につ

いて適切な評価を実施しているか。 

⑫ 電子決済等代行業に関して取得した個人データの第三者提

供を行う場合には、金融分野ガイドライン第 12条等を遵守す

るための措置が講じられているか。特に、その業務の性質や方

法に応じて、以下の点にも留意しつつ、個人である利用者から

適切な同意の取得が図られているか。 

イ．金融分野ガイドライン第３条を踏まえ、個人である利用者

からスマートフォン等の非対面による方法で第三者提供の

同意を取得する場合、例えば、同意文言や文字の大きさ、

画面仕様その他同意の取得方法を工夫することなどによ
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り、個人である利用者が、第三者提供先、当該提供先に提

供される情報の内容及び当該提供先における利用目的につ

いて、明確に認識したうえで同意できるような仕様として

いるか。 

ロ．過去に個人である利用者から第三者提供の同意を取得し

ている場合であっても、第三者提供先や提供する情報の内

容が異なる場合、又はあらかじめ特定された第三者提供先

における利用目的の達成に必要な範囲を超えた提供となる

場合には、改めて個人である利用者の同意を取得すること

にしているか。 

ハ．第三者提供先が複数に及ぶ場合や、第三者提供先により情

報の利用目的が異なる場合、個人データの提供先が複数に

及ぶことや各提供先における利用目的が認識できるよう、

同意の取得方法、同意の取得時機等を適切に検討している

か。また、個人である利用者が、第三者提供先や第三者提

供先における利用目的、提供される情報の内容について、

過剰な範囲について第三者提供の同意を強いられる等して

いないか。 

 

（３）サイバーセキュリティ管理 

① サイバーセキュリティについて、経営上責任を負う立場の者

は、サイバー攻撃が高度化・巧妙化していることを踏まえ、サ

イバーセキュリティの重要性を認識し必要な態勢を整備して

いるか。 

② サイバーセキュリティについて、組織体制の整備、社内規程
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の策定のほか、以下のようなサイバーセキュリティ管理態勢

の整備を図っているか。 

• サイバー攻撃に対する監視体制 

• サイバー攻撃を受けた際の報告及び広報体制 

• 組織内 CSIRT（Computer Security Incident Response 

Team）等の緊急時対応及び早期警戒のための体制 

• 情報共有機関等を通じた情報収集・共有体制 等 

③ サイバー攻撃に備え、入口対策、内部対策、出口対策といっ

た多段階のサイバーセキュリティ対策を組み合わせた多層防

御を講じているか。 

• 入口対策（例えば、ファイアウォールの設置、抗ウィルス

ソフトの導入、不正侵入検知システム・不正侵入防止シス

テムの導入 等） 

• 内部対策（例えば、特権 ID・パスワードの適切な管理、不

要な IDの削除、特定コマンドの実行監視 等） 

• 出口対策（例えば、通信ログ・イベントログ等の取得と分

析、不適切な通信の検知・遮断 等） 

④ サイバー攻撃を受けた場合に被害の拡大を防止するために、

以下のような措置を講じているか。 

• 攻撃元の IPアドレスの特定と遮断 

• DDoS攻撃に対して自動的にアクセスを分散させる機能 

• システムの全部又は一部の一時的停止 等 

⑤ システムの脆弱性について、OS の最新化やセキュリティパ

ッチの適用など必要な対策を適時に講じているか。 

⑥ サイバーセキュリティについて、ネットワークへの侵入検査
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や脆弱性診断等を活用するなど、セキュリティ水準の定期的

な評価を実施し、セキュリティ対策の向上を図っているか。 

⑦ サイバー攻撃を想定したコンティンジェンシープラン（緊急

時対応計画）を策定し、訓練や見直しを実施し、高度化を図っ

ているか。 

 

（４）外部委託管理 

① 外部委託先の選定に当たり、選定基準に基づき評価、検討の

うえ、選定しているか。 

② 外部委託契約において、外部委託先との役割分担・責任、監

査権限、再委託手続き、提供されるサービス水準等を定めてい

るか。また、外部委託先の全社員が遵守すべきルールやセキュ

リティ要件を外部委託先へ提示し、契約書等に明記している

か。 

③ システムに係る外部委託業務（二段階以上の委託を含む）に

ついて、リスク管理が適切に行われているか。 

特に外部委託先が複数の場合、管理業務が複雑化すること

から、より高度なリスク管理が求められることを十分認識し

た体制となっているか。 

システム関連事務を外部委託する場合についても、システ

ムに係る外部委託に準じて、適切なリスク管理を行っている

か。 

④ 外部委託業務（二段階以上の委託を含む）について、委託元

として委託業務が適切に行われていることを定期的にモニタ

リングしているか。 
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（５）被害拡大防止措置 

① システム障害等が発生した場合に、利用者に対し無用の混乱

を生じさせないよう、利用者の被害拡大防止策を含め適切な

措置を検討しているか。特に、電子決済等代行業者のシステム

のみが停止した場合においては、利用者は、当該電子決済等代

行業者のシステムを経由せずとも、直接的に銀行のシステム

を利用すれば送金指図の伝達や口座情報の取得が可能である

ことから、適切にそうした案内・利用者からの相談・照会対応

ができているか。 

なお、クラウドサービスに障害が発生した場合に備え、対

応策の検討又は利用者への適時適切な注意喚起が重要である

ことを念頭にクラウド事業者との障害発生時の連絡体制等の

構築に努めているか。 

② また、システム障害等の発生に備え、最悪のシナリオを想定

した上で、必要な対応を行う態勢を検討しているか。 

特に、業務への影響が大きい重要なシステムについては、

バックアップシステム等を事前に準備し、災害、システム障害

等が発生した場合に、速やかに業務を継続できる態勢を整備

しているか。 

③ システム障害等の発生原因の究明、復旧までの影響調査、改

善措置、再発防止策等を的確に検討しているか。 

④ システム障害等の影響を極小化するために、例えば、部分的

障害の影響が波及する経路や迂回不能な単一障害点の把握な

ど、影響波及の観点からリスク評価を行い、クラウドサービス
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の仕組みを適切に利用してリスク低減を図るなど、利用者の

被害を最小化するためのサービス・システム的な仕組みの整

備について検討しているか。 

 

Ⅳ－３－３－３ 監督手法・対応 

 

(１）電子決済等代行業に係る障害発生時 

① システム障害等の発生を認識次第、直ちに、その事実を当局

宛てに報告を求めるものとする。 

また、復旧時、原因解明時には改めてその旨報告を求めるこ

ととする。 

ただし、復旧原因の解明がされていない場合でも、１か月以

内に現状についての報告を求めるものとする。 

特に、社会的に影響の大きいシステム障害等の場合や障害の

原因解明に時間を要している場合等には、直ちに、障害の事実

関係等についての一般広報及びホームページ等における利用者

対応等も含めたコンティンジェンシープランの発動状況をモニ

タリングするとともに、迅速な原因解明と復旧を要請するもの

とする。 

（注）報告すべきシステム障害等 

その原因の如何を問わず、電子決済等代行業者等（外部委

託先や利用しているクラウドサービス提供事業者を含む。）

が現に使用しているシステム・機器（ハードウェア、ソフト

ウェア共）に発生した障害であって、その機能に遅延、停止

等が生じているもの又はそのおそれがあるもの。 
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ただし、一部のシステム・機器にこれらの影響が生じても、

他のシステム・機器が速やかに交替することで実質的にはこ

れらの影響が生じない場合を除く。 

なお、障害が発生していない場合であっても、サイバー攻

撃の予告がなされ、又はサイバー攻撃が検知される等によ

り、利用者や業務に影響を及ぼす、又は及ぼす可能性が高い

と認められる時は、報告を求めるものとする（電子決済等代

行業者の業務特性に応じて対応するものとする。）。 

② 必要に応じて法第 52 条の 61 の 14 第１項に基づき追加の報

告を求め、重大な問題があると認められる場合には、法第 52条

の 61の 16に基づき業務改善命令を発出するものとする（行政

処分を行うに当たっては、Ⅲ－６に準じる。）。 

 

（２）不正送金、誤送金、情報漏えい等 

特権 ID の悪用による不正送金やシステムのプログラムミス

による誤送金等の利用者や経営に重大な影響がある問題を認

識後、30日以内にその事実を当局宛てに報告を求め、重大な問

題があると認められる場合には、法第 52 条の 61 の 16 に基づ

き業務改善命令を発出するものとする（個人である利用者に関

する情報の漏えいに関するものについては、銀行法に基づく対

応の他、個人情報保護法における事業所管大臣への権限委任の

状況に従い、必要な措置を執る場合があることに留意するもの

とする。）。 

 

(３）外部委託先への対応 
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システムに係る外部委託業務について、外部委託先における

適切な業務運営が懸念される場合など、必要があると認められ

る場合には、以下のとおり取り扱うものとする。 

① 電子決済等代行業者の管理態勢に問題が認められる場合 

上記（２）の当局宛報告等により、電子決済等代行業者の業

務の外部委託先に係る管理態勢に問題があると認められる場

合には、必要に応じ、法第 52条の 61の 14第１項に基づき報

告を求め、重大な問題があると認められる場合には、法第 52

条の 61 の 16 に基づき業務改善命令を発出する等の対応を行

うものとする。 

② 外部委託先の業務運営態勢等に問題が認められる場合 

委託者である電子決済等代行業者を通じて、事実関係等の把

握等に努めることを基本とする。この場合においても、当該電

子決済等代行業者に対しては、必要に応じ、法第 52条の 61の

14 第１項に基づき報告を求め、重大な問題があると認められ

る場合には、法第 52条の 61の 16に基づき業務改善命令を発

出する等の対応を行うものとする。ただし、事案の緊急性や重

大性等が高い場合、電子決済等代行業者に対して確認するだ

けでは十分な実態把握等が期待できない場合などには、外部

委託先に対して、直接、ヒアリングを行うなど事実関係の把握

等に努めることとするが、特に必要があると認められる場合

（例えば、当該外部委託先に対して多数の他の電子決済等代

行業者が同種の外部委託を行っている場合など）には、当該外

部委託先に対して、事実関係や発生原因分析及び改善・対応策

等必要な事項について、法第 52条の 61の 14第２項に基づく
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報告を求めることとする（行政処分を行うに当たっては、Ⅲ－

６に準じる。）。 

（注）外部委託先に対してヒアリングを実施するに際して

は、必要に応じ、委託者である電子決済等代行業者の同

席を求めるものとする。 

 

Ⅳ－３－４ 利用者保護ルール等 

 

Ⅳ－３－４－１ 意義 

 

電子決済等代行業者が法第２条第 21 項第１号に掲げる行為とし

て提供する決済サービス（電子決済等代行業再委託者が行う業務を

含む。以下「電子決済サービス」という。）は、利用者の社会経済

生活や企業等の経済活動の利便性を高めるものとなり得る一方、前

述（Ⅱ－３－６）の通り、銀行と銀行外部の決済サービス事業者等

による連携サービスを狙う犯罪が発生していることを踏まえ、電子

決済サービス全体のリスクを把握し、安全性を確保していくこと

が、電子決済等代行業者及び銀行の双方にとって重要な課題となっ

ている。 

以上を踏まえ、電子決済サービスを提供する電子決済等代行業者

においては、電子決済等代行業の利用者や連携・協働する銀行の利

用者（以下、Ⅳ－３－４及びⅣ－３－５において「利用者等」とい

う。）の利益の保護を含む電子決済等代行業の健全かつ適切な運営

の確保の観点から、当該リスクに応じた管理態勢を構築することが

重要であり、電子決済等代行業者の監督に当たっては、例えば、以
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下のような点に留意するものとする。 

 

Ⅳ－３－４－２ 主な着眼点 

 

（１）内部管理態勢の整備 

① 経営陣は、電子決済サービスの導入時及びその内容・方法

の変更時において、電子決済サービス全体につき利用者等の

利益の保護に係る問題点を含め内在するリスクを内部管理

担当部署に特定させ、これらを踏まえ、適時にリスクを低減

させる態勢を整備しているか。 

② 内部管理担当部署は、電子決済サービスにおいて発生が見

込まれる犯罪の類型に基づき、関連する犯罪の発生状況や手

口に関する情報の収集・分析を行い、今後発生が懸念される

犯罪手口も考慮した上で、電子決済サービスに係る業務の実

施態勢（不正防止策含む）の向上を図っているか。また、そ

の内容を定期的かつ適時に経営陣に報告しているか。 

③ 内部監査担当部署は、定期的かつ適時に、電子決済サービ

スに係る業務の実施態勢（不正防止策含む）について監査を

行っているか。また、監査結果を経営陣に報告しているか。 

④ 経営陣は、上記のような、リスク分析、リスク軽減策の策

定・実施、当該軽減策の評価・見直しからなるいわゆる PDCA

サイクルが機能する環境を作り出しているか。 

 

（２）セキュリティの確保 

① 不正取引を防止する観点から、電子決済サービスの導入時
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及びその内容・方法の変更時において、連携・協働する銀行

と協力し、電子決済サービス全体のリスク評価を実施してい

るか。また、連携・協働する銀行におけるリスク評価の作業

に協力しているか。 

② 連携・協働する銀行との役割分担・責任を明確化している

か。 

③ リスク評価を踏まえ、連携・協働する銀行と協力し、利用

者に係る情報を照合するほか、リスクに見合った適切かつ有

効な不正防止策を講じているか。 

例えば、電子決済サービスにおける銀行との連携に際し、

連携・協働する銀行に登録された預貯金者の電話番号や住所

宛てに電子決済等代行業者における認証に必要な情報を送付

することや、利用上限額を不正取引が抑止できると考えられ

る水準に設定するなど、適切かつ有効な不正防止策を講じて

いるか。 

（注）連携・協働する銀行との情報の照合に当たっては、公

的個人認証を用いる場合を除き、利用者の氏名・生年月

日に加え、住所や電話番号も対象項目とすることが望ま

しい。 

また、連携・協働する銀行において、例えば、固定式の ID・

パスワードによる本人認証に加えてハードウェアトークンや

ソフトウェアトークンによる可変式パスワードを用いる方

法、公的個人認証等の電子証明書を用いる方法が導入されて

いるなど、実効的な要素を組み合わせた多要素認証等の認証

方式が導入されていることを確認しているか。 
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（注）電子決済等代行業者における不正防止策は、連携・協

働する銀行における不正防止策の内容と重複しないもの

とする必要がある点に留意する。また、連携・協働する

銀行において、電話番号など認証に利用される情報の登

録・変更に堅牢な認証方式が導入されている必要がある

点に留意する。 

④ 犯罪手口の高度化・巧妙化を含めた環境変化や自社又は他

の事業者における事件の発生状況を踏まえ、定期的かつ適時

にリスクを認識・再評価し、公的個人認証の導入を含め、不

正防止策の向上を図っているか。 

⑤ リスク評価の結果、利用者等の利益の保護を含む電子決済

等代行業の健全かつ適切な運営の確保の観点から問題があ

ると認められる場合には、その解決までの間、電子決済サー

ビスを含むサービスの全部又は一部の一時的停止その他の

適切な対応を行っているか。 

 

（３）利用者等への通知 

利用者等が早期の被害認識を可能とするため、電子決済サー

ビスに係る銀行との連携・協働に際し、当該銀行と協力し、あ

らかじめ当該銀行に登録されている利用者等の連絡先に通知

するなど、利用者等が連携事実及び連携内容を適時に確認する

手段を講じているか。 

（注）連携・協働する銀行に登録されている連絡先に通知する

方法により上記手段を講じるにあたっては、当該銀行にお

いて、電話番号（SMS（ショートメッセージサービス）を含
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む）やメールアドレス等の連絡先の登録・変更に堅牢な認

証方式が導入されている必要があることに留意する。 

 

（４）不正取引の検知（モニタリング） 

電子決済サービスについては、不正取引の防止の観点から、

連携・協働する銀行と協力し、例えば、以下のような事項を適

切に実施するための態勢を整備しているか。 

・犯罪手口の高度化・巧妙化を含めた環境変化や自社又は他の

事業者における事件の発生状況を踏まえた適切なシナリオ・

閾値を設定することで不正が疑われる取引を速やかに検知

すること 

・上記に基づき検知した取引について連携・協働する銀行との

間で適時に情報を共有し、必要に応じてサービスの一時的な

利用停止その他の措置を実施するとともに、調査を実施する

こと 

・被害のおそれがある者に速やかに連絡すること 

・不正が確認された IDの停止等を実施すること 

 

（５）利用者等からの相談対応 

① 利用者等からの電子決済サービスに関する相談等（以下

「相談等」という。）の事例の蓄積と分析を行い、リスクの早

期検知並びに不正防止策及び利用者等からの相談対応の改

善を行うための態勢を整備しているか。 

② 連携・協働する銀行に関する相談等も含め、真摯な対応を

行うための態勢を整備しているか。また、連携・協働する銀
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行との具体的な協力方法と責任関係を明確化しているか。 

③ 連携・協働する銀行と相互に相手方に相談するよう促すな

どの不適切な対応を行っていないか検証し、不適切な対応が

認められる場合には、連携・協働する銀行とともに、発生原

因の究明、改善措置、再発防止策等を的確に講じているか。 

 

Ⅳ－３－４－３ 監督手法・対応 

 

不祥事件届出等の日常の監督事務を通じて把握された電子決済

サービスに関する課題等については、上記の着眼点に基づき、原因

及び改善策等について、深度あるヒアリングを実施し、必要に応じ

て法第 52 条の 61 の 14 の規定に基づき報告書を徴求することによ

り、電子決済等代行業者における自主的な業務改善状況を把握する

こととする。 

さらに、利用者等の利益の保護を含む電子決済等代行業の健全か

つ適切な運営の確保の観点から重大な問題があると認められると

きには、電子決済等代行業者に対して、法第 52 条の 61 の 16 の規

定に基づく業務改善命令を発出することとする。また、重大、悪質

な法令違反行為が認められるときには、法第 52 条の 61 の 17 の規

定に基づく業務停止命令等の発出を検討するものとする（行政処分

を行うに当たっては、Ⅲ－６に準じる。）。 

 

Ⅳ－３－５ 不正取引に対する補償 

 

電子決済等代行業に関する不正取引により、利用者等に被害が生
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じるおそれがある。 

このような被害が発生した場合、電子決済等代行業者において

は、利用者等の利益の保護を含む電子決済等代行業の健全かつ適切

な運営の確保の観点から、被害者に対して適切かつ速やかな対応

（連携・協働する銀行と協力した対応を含む。）を実施することが

重要である。 

不正取引への対応に関する電子決済等代行業者の監督に当たっ

ては、例えば、以下のような点に留意するものとする。 

 

Ⅳ－３－５－１ 主な着眼点 

 

① 電子決済サービスに関し、不正取引が行われたことにより

発生した損失の補償その他の対応に関する方針（以下「補償

方針」という。）を策定し、電子決済サービスの利用者への情

報提供を行うとともに、不正取引が発生した場合に損失が発

生するおそれのある電子決済サービスの利用者以外の者も

容易に知りうる状態においているか。 

（注）「電子決済サービスに関し、不正取引が行われたことによ

り発生した損失」とは、電子決済サービスの利用者の意思

に反して権限を有しない者の指図が行われたことにより

発生した当該利用者の損失に限らず、電子決済サービスの

利用者が連携口座の預貯金者になりすますことで預貯金

者の意思に反して決済指図の伝達が行われたことにより

発生した預貯金者の損失など、電子決済サービスの提供を

起因として、連携・協働する銀行の利用者に発生した損失
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を含む。 

 

② 法第 52条の 61の８第１項第３号に規定する損害賠償に関

する事項には、少なくとも以下の事項が定められているか

（法第 52 条の 61 の 10 の規定に基づき連携・協働する銀行

との間で締結した電子決済等代行業に係る契約において定

められている場合を含む。）。 

イ．電子決済サービスの業務の内容に応じて、損失が発生す

るおそれのある具体的な場面毎の被害者に対する損失の補

償の有無、内容及び補償に要件がある場合にはその内容 

ロ．補償手続の内容 

ハ．電子決済サービスを提供する場合にあっては電子決済等

代行業者と連携・協働する銀行の補償の分担に関する事項

（被害者に対する補償の実施者を含む。） 

ニ．補償に関する相談窓口及びその連絡先 

ホ．不正取引の公表基準 

（注）ハに定める事項については、当該事項に関する連携・

協働する銀行との契約内容の全てについて利用者への情

報提供等を行う必要まではないが、少なくとも、被害者

に対する補償の実施者については利用者への情報提供等

を行う必要があることに留意する。 

 

③ 策定した補償方針に従い、適切かつ速やかに補償を実施す

るための態勢（連携・協働する銀行との協力態勢を含む。）が

整備されているか。 
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Ⅴ 協同組織金融機関 

 

 

Ⅳ－３－５－２ 監督手法・対応 

 

（１）問題認識時 

不祥事件届出等の日常の監督事務を通じて把握された不正

取引への対応に関する課題等については、上記の着眼点に基づ

き、原因及び改善策等について、深度あるヒアリングを実施し、

必要に応じて法第 52 条の 61 の 14 の規定に基づき報告書を徴

求することにより、電子決済等代行業者における自主的な業務

改善状況を把握することとする。 

更に、利用者等の利益の保護を含む電子決済等代行業の健全

かつ適切な運営の確保の観点から重大な問題があると認めら

れるときには、電子決済等代行業者に対して、法第 52 条の 61

の 16 の規定に基づく業務改善命令を発出することとする。ま

た、重大、悪質な法令違反行為が認められるときには、法第 52

条の 61の 17の規定に基づく業務停止命令等の発出を検討する

ものとする（電子決済等代行業者に行政処分を行うに当たって

は、Ⅲ－６に準じる。）。 

 

（２）不正取引発生時 

電子決済等代行業に関し不正取引を認識次第、速やかに「不

正取引発生報告書」にて当局宛て報告を求めるものとする。 

 

Ⅴ 協同組織金融機関 
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現 行 改 正 案 

Ⅴ－１ 協同組織金融機関における共通事項 （略） 

 

Ⅴ－１－１～Ⅴ－１－５－２２ （略） 

 

Ⅴ－１－６ 準用一覧表 

（略） 

 

（別紙６）

（摘要：○印・・・銀行規定を準用、●印・・・協同組織で書き下ろし、×印・・・準用せず、（協）・・・協同組織固有の内容）

信金 信組 労金

Ⅳ 銀行代理業 ○※３ ○※３ ○※３

※２　業域・職域信組を除く

※３　「Ⅳ－５－２－４　銀行代理業者が所属銀行の親会社又は主要株主である場合の留意点」を除く

※１　「Ⅱ－３－７－２（15） 銀行持株会社による統括機能」を除く

業態別の準用一覧表

項　　　目
準用状況

 
 

 

Ⅴ－２～Ⅴ－３－５ （略） 

 

Ⅴ－３－６ 監督指針の準用 

 

Ⅴ－３－６－１ 

信用金庫等に関して、本監督指針ⅠからⅣまで（Ⅱ－３－１－５、

Ⅱ－３－７－２（15）、Ⅲ－１－４、Ⅲ－１－６、Ⅲ－１－７（１）

及び（２）、Ⅲ－４－９－２、Ⅲ－４－９－３、Ⅲ－４－１１、Ⅲ－

４－１４、Ⅲ－４－１７－１～８並びにⅣ－５－２－４を除く。）

Ⅴ－１ 協同組織金融機関における共通事項 （略） 

 

Ⅴ－１－１～Ⅴ－１－５－２２ （略） 

 

Ⅴ－１－６ 準用一覧表 

（略） 

 

（別紙６）

（摘要：○印・・・銀行規定を準用、●印・・・協同組織で書き下ろし、×印・・・準用せず、（協）・・・協同組織固有の内容）

信金 信組 労金

Ⅳ 銀行及び事業者の監督 

Ⅳ－１ 銀行代理業 ○※３ ○※３ ○※３

Ⅳ－２ 電子決済等取扱業 ○ ○ ×

Ⅳ－３ 電子決済等代行業 ○ ○ ○

業態別の準用一覧表

項　　　目
準用状況

※２　業域・職域信組を除く

※３　「Ⅳ－１－５－２－４　銀行代理業者が所属銀行の親会社又は主要株主である場合の留意点」を除く

※１　「Ⅱ－３－７－２（15） 銀行持株会社による統括機能」を除く

 
 

Ⅴ－２～Ⅴ－３－５ （略） 

 

Ⅴ－３－６ 監督指針の準用 

 

Ⅴ－３－６－１ 

信用金庫等に関して、本監督指針ⅠからⅣまで（Ⅱ－３－１－５、

Ⅱ－３－７－２（15）、Ⅲ－１－４、Ⅲ－１－６、Ⅲ－１－７（１）

及び（２）、Ⅲ－４－９－２、Ⅲ－４－９－３、Ⅲ－４－１１、Ⅲ

－４－１４、Ⅲ－４－１７－１～８並びにⅣ－１－５－２－４を除
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現 行 改 正 案 

及び様式（４－１０－１－１～４－１０－３－２を除く。）・参考資 

料編を準用する。 

 

Ⅴ－３－６－２ 

（１）～（８） （略） 

（９）Ⅳ－３－２－３－１－１において、「○○財務（支）局長（銀

代）第○○号」とあるのは、「○○財務（支）局長（信金代）第○○

号」と読み替える。 

 

Ⅴ－４～Ⅴ－４－６ （略） 

 

Ⅴ－４－７ 監督指針の準用 

 

Ⅴ－４－７－１ 

信用協同組合等に関して、本監督指針ⅠからⅣまで（Ⅱ－３－１－

５、Ⅱ－３－７－２（15）、Ⅲ－１－４、Ⅲ－１－６、Ⅲ－１－７

（１）及び（２）、Ⅲ－４－９－２、Ⅲ－４－９－３、Ⅲ－４－１

１、Ⅲ－４－１４、Ⅲ－４－１７－１～８並びにⅣ－５－２－４を

除く。）及び様式（４－１０－１－１～４－１０－３－２を除く。）・

参考資料編を準用する。  

なお、定款において組合員資格を特定の職域や業域に限定している

信用協同組合に関しては、本監督指針のⅡ－５については準用しな

い（ただし、当該信用協同組合の自主的な取組みを妨げるものでは

ない。）。 

 

く。）及び様式（４－１０－１－１～４－１０－３－２を除く。）・

参考資料編を準用する。 

 

Ⅴ－３－６－２ 

（１）～（８） （略） 

（９）Ⅳ－１－３－２－３－１－１において、「○○財務（支）局

長（銀代）第○○号」とあるのは、「○○財務（支）局長（信金

代）第○○号」と読み替える。 

 

Ⅴ－４～Ⅴ－４－６ （略） 

 

Ⅴ－４－７ 監督指針の準用  

 

Ⅴ－４－７－１ 

信用協同組合等に関して、本監督指針ⅠからⅣまで（Ⅱ－３－１

－５、Ⅱ－３－７－２（15）、Ⅲ－１－４、Ⅲ－１－６、Ⅲ－１－

７（１）及び（２）、Ⅲ－４－９－２、Ⅲ－４－９－３、Ⅲ－４－１

１、Ⅲ－４－１４、Ⅲ－４－１７－１～８並びにⅣ－１－５－２－

４を除く。）及び様式（４－１０－１－１～４－１０－３－２を除

く。）・参考資料編を準用する。  

なお、定款において組合員資格を特定の職域や業域に限定してい

る信用協同組合に関しては、本監督指針のⅡ－５については準用し

ない（ただし、当該信用協同組合の自主的な取組みを妨げるもので

はない。）。 
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現 行 改 正 案 

Ⅴ－４－７－２ 

（１）～（７） 略 

（８）Ⅳ－３－２－３－１－１において、「○○財務（支）局長（銀

代）第○○号」とあるのは、「○○財務（支）局長（信組代）第

○○号」と読み替える。 

 

Ⅴ－４－８～Ⅴ－５－４ （略） 

 

Ⅴ－５－５ 監督指針の準用 

 

Ⅴ－５－５－１ 

労働金庫等に関して、本監督指針ⅠからⅣまで（Ⅱ－３－１－５、

Ⅱ－３－７－２（15）、Ⅱ－５、Ⅲ－１－４、Ⅲ－１－６、Ⅲ－１－

７（１）及び（２）、Ⅲ－４－９－２、Ⅲ－４－９－３、Ⅲ－４－１

１、Ⅲ－４－１４、Ⅲ－４－１７－１～８並びにⅣ－５－２－４を

除く。）及び様式（４－１０－１－１～４－１０－３－２を除く。）・

参考資料編を準用する。  

なお、総代会機能の向上、半期開示の充実、コンプライアンス態

勢・リスク管理態勢の強化、及び、中央機関における傘下労働金庫

に対する業務補完・支援等については、労働金庫等に対しても求め

られる取組みであることから、労働金庫等に対する監督に当たって

は、必要に応じ、Ⅴ－２を準用することとする。 

 

Ⅴ－５－５－２ （略） 

（１）～（７） （略） 

Ⅴ－４－７－２ 

（１）～（７） 略 

（８）Ⅳ－１－３－２－３－１－１において、「○○財務（支）局

長（銀代）第○○号」とあるのは、「○○財務（支）局長（信組

代）第○○号」と読み替える。 

 

Ⅴ－４－８～Ⅴ－５－４ （略） 

 

Ⅴ－５－５ 監督指針の準用 

 

Ⅴ－５－５－１ 

労働金庫等に関して、本監督指針ⅠからⅣまで（Ⅱ－３－１－５、

Ⅱ－３－７－２（15）、Ⅱ－５、Ⅲ－１－４、Ⅲ－１－６、Ⅲ－１

－７（１）及び（２）、Ⅲ－４－９－２、Ⅲ－４－９－３、Ⅲ－４－

１１、Ⅲ－４－１４、Ⅲ－４－１７－１～８、Ⅳ－１－５－２－４

並びにⅣ－２を除く。）及び様式（４－１０－１－１～４－１０－

３－２を除く。）・参考資料編を準用する。  

なお、総代会機能の向上、半期開示の充実、コンプライアンス態

勢・リスク管理態勢の強化、及び、中央機関における傘下労働金庫

に対する業務補完・支援等については、労働金庫等に対しても求め

られる取組みであることから、労働金庫等に対する監督に当たって

は、必要に応じ、Ⅴ－２を準用することとする。 

 

Ⅴ－５－５－２ （略） 

（１）～（７） （略） 
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現 行 改 正 案 

（８）Ⅳ－３－２－３－１－１において、「○○財務（支）局長（銀

代）第○○号」とあるのは、「○○財務（支）局長（労金代）第○○

号・厚生労働省番号」と読み替える。 

（８）Ⅳ－１－３－２－３－１－１において、「○○財務（支）局

長（銀代）第○○号」とあるのは、「○○財務（支）局長（労金代）

第○○号・厚生労働省番号」と読み替える。 
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現行 改正案 

【様式・参考資料編】 

Ⅰ 申請書等様式集 

同一人に対する信用供与等の特例 

別紙様式３－１ 

 

年  月  日 

 

金融庁長官 ○○○○ 殿 

 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先） 

 

信用の供与等の特例承認申請書 

 

○○○に対して信用供与限度額を超えて信用の供与をいたした

く、銀行法第 13条第１項（又は第２項）の規定に基づき、承認を

申請いたします。 

 

○ 

 

（注）１ 添付書類 

① 別紙様式３－１の２ 

② 銀行法施行規則第 14条の３第３項第２号に掲げる書

【様式・参考資料編】 

Ⅰ 申請書等様式集 

同一人に対する信用供与等の特例 

別紙様式３－１ 

 

年  月  日 

 

金融庁長官 ○○○○ 殿 

 

所在地 

商 号 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先） 

 

信用の供与等の特例承認申請書 

 

○○○に対して信用供与限度額を超えて信用の供与をいたした

く、銀行法第 13条第１項（又は第２項）の規定に基づき、承認を

申請いたします。 

 

○ 

 

（注）１ 添付書類 

① 別紙様式３－１の２ 

② 銀行法施行規則第 14条の３第３項第２号に掲げる書
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現行 改正案 

面 

③ 銀行法施行規則第 14条の３第３項第３号に掲げる書

面（原則として、信用の供与等を受ける者の金融機関別

の借入金残高及びそのシェアーの推移、信用供与等限

度額超過の解消に向けた計画を含む。） 

２ 一つの受信者グループに係る銀行法第 13条第１項及び

第２項に基づく承認の申請を同じ申請書にまとめて記載

することができる。この場合、同条第１項及び第２項それ

ぞれに関する別紙様式３－１の２を添付する。 

３ 銀行法第 52 条の 22 第１項に基づく承認の申請につい

ては、本様式を準用する。 

 

別紙様式３－１の２ 

（１）自己資本の額及び信用供与等限度額 

（表略） 

（２）同一人に対する信用の供与等の詳細 

（表略） 

（注）記載要領 

１．～５． （略） 

６．「各勘定科目の信用の供与等の額（控除前）」欄は、以下の勘

定科目毎に信用の供与等の額を記載すること 

「買現先」（規則第 14 条第１項第２号）、「貸出金」（同項第

３号）、「支払承諾見返」（同条第２項）、「債務の保証」（告示

第２条）、「有価証券（株式等）」（規則第 14 条第３項）、「預

け金」（同条第４項第１号）、「債券貸借取引支払保証金」（同

面 

③ 銀行法施行規則第 14条の３第３項第３号に掲げる書

面（原則として、信用の供与等を受ける者の金融機関別

の借入金残高及びそのシェアーの推移、信用供与等限

度額超過の解消に向けた計画を含む。） 

２ 一つの受信者グループに係る銀行法第 13条第１項及び

第２項に基づく承認の申請を同じ申請書にまとめて記載

することができる。この場合、同条第１項及び第２項それ

ぞれに関する別紙様式３－１の２を添付する。 

３ 銀行法第 52 条の 22 第１項に基づく承認の申請につい

ては、本様式を準用する。 

 

別紙様式３－１の２ 

（１）自己資本の額及び信用供与等限度額 

（表略） 

（２）同一人に対する信用の供与等の詳細 

（表略） 

（注）記載要領 

１．～５． （略） 

６．「各勘定科目の信用の供与等の額（控除前）」欄は、以下の勘

定科目毎に信用の供与等の額を記載すること 

「コールローン」（規則第 14条第１項第１号）、「買現先」（同

項第２号）、「貸出金」（同項第３号）、「支払承諾見返」（同条

第２項）、「債務の保証」（告示第２条）、「有価証券（株式等）」

（規則第 14条第３項）、「預け金」（同条第４項第１号）、「債
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現行 改正案 

項第２号）、「買入手形」（同項第３号）、「買入金銭債権」（同

項第４号）、「商品有価証券」（同項第５号）、「特定取引資産」

（同項第６号）、「金銭の信託」（同項第７号）、「有価証券（社

債等）」（同項第８号）、「外国為替」（同項第９号）、「その他資

産」（同項第 10 号）、「コミットメント等」（告示第３条第１

号）、「デリバティブ」（同条第２号）、「証券化エクスポージ

ャーに該当するオフ・バランス取引」（同条第３号） 

 

７．・８． （略） 

 

用例：銀行法→「法」、銀行法施行令→「令」、銀行法施行規則→「規

則」、 

銀行法施行令第四条第十三項第四号並びに銀行法施行規則第

十三条の十一第二項、第十四条第二項及び第四項、第十四条の

二第一項並びに第十四条の四第一号及び第二号の規定に基づ

き、合算関連法人等から除かれるものとして金融庁長官が定め

る件→「告示」 

 

変更の届出（銀行代理業者である個人又は銀行代理業者である法

人の役員が、他の法人の常務に従事しないこととなった場合） 

別紙様式６－４－９－２ 

 

年  月  日 

 

金融庁長官 ○○○○ 殿 

券貸借取引支払保証金」（同項第２号）、「買入手形」（同項第

３号）、「買入金銭債権」（同項第４号）、「商品有価証券」（同

項第５号）、「特定取引資産」（同項第６号）、「金銭の信託」

（同項第７号）、「有価証券（社債等）」（同項第８号）、「外国

為替」（同項第９号）、「その他資産」（同項第 10 号）、「コミ

ットメント等」（告示第３条第１号）、「デリバティブ」（同条

第２号）、「証券化エクスポージャーに該当するオフ・バラン

ス取引」（同条第３号） 

７．・８． （略） 

 

用例：銀行法→「法」、銀行法施行令→「令」、銀行法施行規則→「規

則」、 

銀行法施行令第四条第十三項第四号並びに銀行法施行規則第

十三条の十一第二項、第十四条第二項及び第四項、第十四条の

二第一項並びに第十四条の四第一号及び第二号の規定に基づ

き、合算関連法人等から除かれるものとして金融庁長官が定め

る件→「告示」 

 

変更の届出（銀行代理業者である個人又は銀行代理業者である法

人の役員が、他の法人の常務に従事しないこととなった場合） 

別紙様式６－４－９－２ 

 

年  月  日 

 

金融庁長官 ○○○○ 殿 
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現行 改正案 

 

住所又は所在地 

商号、名称又は氏名 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先） 

 

兼職状況の変更に係る届出書 

 

他の法人の常務に従事しないこととなりましたので、銀行法第

52 条の 39 第１項の規定に基づき、下記のとおりお届けいたしま

す。 

 

記 

 

当該他の法人の商号又は名称  

当 該 他 の 法 人 の 主 た る 

営 業 所 等 の 所 在 地 
 

理 由  

 

 

 

（注） （略） 

 

 

住所又は所在地 

商号、名称又は氏名 

代表者 

（担当部署、担当者、担当者連絡先） 

 

兼職状況の変更に係る届出書 

 

他の法人の常務に従事しないこととなりましたので、銀行法第

52 条の 39 第１項の規定に基づき、下記のとおりお届けいたしま

す。 

 

記 

 

当該他の法人の商号又は名称  

当 該 他 の 法 人 の 主 た る 

営 業 所 等 の 所 在 地 
 

変 更 年 月 日 年   月   日（  ） 

理 由  

 

（注） （略） 
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現行 改正案 

外国銀行代理業務に係る届出 

別紙様式７－２ 

 

年  月  日 

金融庁長官 ○○○○ 殿 

 

主たる営業所等の所在地 

商号又は名称 

氏名（法人にあっては、代表者の氏名） 

（担当部署、担当者、担当者連絡先） 

 

外国銀行代理業務に係る届出書 

 

外国銀行代理業務を営みたく、銀行法第 52条の２第３項の規定

に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

（表略） 

 

（別添：外国銀行代理業務を営む営業所又は事務所の名称及び所

在地） 

 

商号、名称又は氏名 

【所属外国銀行名】     （  年  月  日現在） 

外国銀行代理業務に係る届出 

別紙様式７－２ 

 

年  月  日 

金融庁長官 ○○○○ 殿 

 

主たる営業所等の所在地 

商号又は名称 

氏名（法人にあっては、代表者の氏名） 

（担当部署、担当者、担当者連絡先） 

 

外国銀行代理業務に係る届出書 

 

外国銀行代理業務を営みたく、銀行法第 52条の２第３項の規定

に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

 

記 

 

（表略） 

 

（別添：外国銀行代理業務を営む営業所又は事務所の名称及び所

在地） 

 

商号、名称又は氏名 

【所属外国銀行名】     （  年  月  日現在） 
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現行 改正案 

（表略） 

 

（注）添付書類 

１ （略） 

２ 所属外国銀行の定款又は性質を識別するに足りる書面 

３ 所属外国銀行の主たる営業所の存在を証明する書面 

４ 所属外国銀行の代表権を有する役員の資格を証明する書

面 

５・６ （略） 

７ 当該銀行と所属外国銀行との間の当該届出に係る外国銀

行代理業務の委託契約書の案 

８ （略） 

 

Ⅱ 財務局報告等様式集 

 【預金保険機構検査用】Ⅲ１－３－３（１） 

～様式Ⅲ－３－２（４） （略） 

 別紙様式Ⅳ－３－１－５ 銀行代理業者の状況 （略） 

 

（表略） 

 

（注）添付書類 

１ （略） 

（削除） 

２ 所属外国銀行の主たる営業所の所在地を記載した書面 

３ 所属外国銀行の代表権を有する役員の氏名又は名称を記

載した書面 

４・５ （略） 

６ 当該銀行と所属外国銀行との間の当該届出に係る外国銀

行代理業務の委託契約の内容を記載した書面 

７ （略） 

 

Ⅱ 財務局報告等様式集 

 【預金保険機構検査用】Ⅲ１－３－３（１） 

～様式Ⅲ－３－２（４） （略） 

 別紙様式Ⅳ－１－３－１－５ 銀行代理業者の状況 （略） 

 

Ⅲ 参考資料 

 

【資料３】Ⅲ－１－３ 検査部局等との連携 関係 

預金保険法第 50条第 1項関連チェック項目 

 

Ⅰ・Ⅱ （略） 

 

Ⅲ 参考資料 

 

【資料３】Ⅲ－１－３ 検査部局等との連携 関係 

預金保険法第 50条第 1項関連チェック項目 

 

Ⅰ・Ⅱ （略） 
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現行 改正案 

法第 55条の 2第 4項及び第 58条の 3第 1項関連チェック項目 

項目 チェック内容 例示 

Ⅰ経営陣の認識・関

与 

1.経営陣が法第 55

条の 2第 4項及び法

第 58 条の 3 第 1 項

の趣旨を理解し、法

令遵守のための対

応がとられている

か。 

（略） 

2.経営陣は、法第 55

条の 2第 4項につい

て、常に正確なデー

タを速やかに提出

できる対応がとら

れるための方策を

講じているか。 

（略） 

3.（略） （略） 

Ⅱ管理体制 1.法第 55 条の 2 第

4 項及び法第 58 条

の 3第 1項遵守のた

めに適切な管理体

制がとられている

か。 

（略） 

Ⅲ手順書・マニュア

ルの整備 

1.法第 55 条の 2 第

4項遵守のために保

（略） 

法第 55条の 2第 5項及び第 58条の 3第 1項関連チェック項目 

項目 チェック内容 例示 

Ⅰ経営陣の認識・関

与 

1.経営陣が法第 55

条の 2第 5項及び法

第 58 条の 3 第 1 項

の趣旨を理解し、法

令遵守のための対

応がとられている

か。 

（略） 

2.経営陣は、法第 55

条の 2第 5項につい

て、常に正確なデー

タを速やかに提出

できる対応がとら

れるための方策を

講じているか。 

（略） 

3.（略） （略） 

Ⅱ管理体制 1.法第 55 条の 2 第

5 項及び法第 58 条

の 3第 1項遵守のた

めに適切な管理体

制がとられている

か。 

（略） 

Ⅲ手順書・マニュア

ルの整備 

1.法第 55 条の 2 第

5項遵守のために保

（略） 
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現行 改正案 

険事故発生から磁

気テープ等（機構が

指定する物）を預金

保険機構に提出す

るまでの作業につ

いての手順書・マニ

ュアルの内容は適

正か。また、法第 58

条の 3第 1項につい

て、付保預金の払戻

しその他の保険事

故に対処するため

に必要な措置の円

滑な実施の確保を

図るという観点か

らみて、手順書・マ

ニュアルの内容は

適正か。 

Ⅳシステムの整備 1.法第 55 条の 2 第

4項に基づく、「機構

指定フォーマット」

に則ったデータ作

成のためのシステ

ム対応ができてい

るか。 

（略） 

険事故発生から磁

気テープ等（機構が

指定する物）を預金

保険機構に提出す

るまでの作業につ

いての手順書・マニ

ュアルの内容は適

正か。また、法第 58

条の 3第 1項につい

て、付保預金の払戻

しその他の保険事

故に対処するため

に必要な措置の円

滑な実施の確保を

図るという観点か

らみて、手順書・マ

ニュアルの内容は

適正か。 

Ⅳシステムの整備 1.法第 55 条の 2 第

5項に基づく、「機構

指定フォーマット」

に則ったデータ作

成のためのシステ

ム対応ができてい

るか。 

（略） 
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現行 改正案 

2.（略） （略） 

3.（略） （略） 

Ⅴデータの整備 1.法第 55 条の 2 第

4 項遵守のために

「機構指定フォー

マット」用名寄せデ

ータの正確性は確

保されているか。 

 また、特定決済債

務を把握している

か。 

（略） 

Ⅵ内部監査等の状

況 

1.内部監査の項目

に法第 55 条の 2 第

4 項及び法第 58 条

の 3第 1項が対象と

なっているか。 

（略） 

2.（略） （略） 
 

2.（略） （略） 

3.（略） （略） 

Ⅴデータの整備 1.法第 55 条の 2 第

5 項遵守のために

「機構指定フォー

マット」用名寄せデ

ータの正確性は確

保されているか。 

 また、特定決済債

務を把握している

か。 

（略） 

Ⅵ内部監査等の状

況 

1.内部監査の項目

に法第 55 条の 2 第

5 項及び法第 58 条

の 3第 1項が対象と

なっているか。 

（略） 

2.（略） （略） 
 

 

 


